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 教育委員会事務分掌 （平成１９年度）  

 
総 務 部 

 総 務 課  
  庶 務 係  
   １ 教育委員会の会議に関すること。  
   ２ 公印の管守に関すること。  
   ３ 文書に関すること。  
   ４ 事務局の事務の連絡調整に関すること。  
   ５ 局の危機管理に関すること。  
   ６ 他の部、課及び係の主管に属しないこと。  
 
  経 理 係  
      １ 予算及び決算に関すること。  
      ２ 収入及び支出に関すること。  
      ３ 物品に関すること。  
 
 教育政策課  
   １ 教育行政施策の企画及び事業の総合調整に関すること。  
   ２ 条例、教育委員会規則及び規程等に関すること。  
   ３ 不服申立て、訴訟等に関すること。  
   ４ 広報及び広聴に関すること。  
   ５ 教育資料の収集及び刊行に関すること。  
   ６ 教育統計に関すること。  
 
 学校支援・地域連携課  
    学校経理係  
     １ 教材教具の整備に関すること（情報教育課の主管に属するものを除く。）。  
      ２ 学校関係需要費予算の管理執行に関すること。  
      ３ 学校事務の審査改善に関すること。  
      ４   教育に関する総合相談及び調整に関すること。  
      ５ 学校運営の支援に関すること。  
   ６ 学校と地域の連携に係る区役所との総合調整に関すること。  
 
  就 学 係  
   １ 児童生徒の就学に関すること。  
      ２ 就学奨励に関すること。  
      ３   私立学校等の助成に関すること（他の部の主管に属するものを除く。）。  
   ４ 横浜市就学奨励対策審議会に関すること。  
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職 員 課  

    厚 生 係  
      １ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学    

校栄養職員を除く。）の福利厚生及び衛生管理に関すること。   
   ２ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学         

校栄養職員を除く。）の給与の支払い及び諸控除に関すること。  
      ３ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学         

校栄養職員を除く。）の研修に関すること。  
      ４ 他の係の主管に属しないこと。  
 
  職 員 係  
      １ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学    

校栄養職員を除く。）の人事に関すること。  
      ２ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学    

校栄養職員を除く。）の給与に関すること（他の係の主管に属するものを除く。）。  
      ３ 事務局及び教育機関の職員（学校における教育職員、事務職員及び県費負担学    

校栄養職員を除く。）の勤務条件及びその他労務に関すること。  
      ４ 嘱託用務員、学校給食嘱託員、学校栄養嘱託員及び学校管理員並びに学校用務    

員、学校給食調理員及び学校管理員のアルバイトの給与の支払い及び諸控除に関    

すること。  
 

学校計画課  
   １ 学校の設置、廃止及び統合の計画、通学区域並びに大規模な住宅計画等の指導、    

調整に関すること。  
   ２ 学校施設の整備に係る企画及び計画に関すること。  
 

施設管理課  
施設管理係  

   １ 学校建物及び学校水泳プールの管理に関すること。  
   ２ 学校建物及び学校水泳プールの目的外使用に関すること。  
   ３ 学校建物及び学校水泳プールの整備に係る国庫補助及び起債等に関すること。  
   ４ 学校建物及び学校水泳プールの営繕に関すること（まちづくり調整局で行う技    

術的事項に係る業務を除く。）。  
   ５ 学校の校具備品の整備に関すること。  

６ 学校施設に係るＰＦＩ事業に関すること。  
７ 学校施設等に係る調査統計に関すること。  
８ 他の係の主管に属しないこと。  
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校地管理係  
１ 校地の確保及び管理に関すること。  

   ２ 校地の取得及び整備に係る国庫補助及び起債に関すること。  
   ３ 校地に係る土地収用に関すること。  
   ４ 校地の整備に関すること (まちづくり調整局で行う技術的事項に係る業務を除

く｡)｡ 
 
 
教職員人事・企画部 

 教職員人事課  
  人 事 係  
   １ 義務教育諸学校の学級編制に関すること。  
      ２ 学校における教育職員、事務職員及び県費負担学校栄養職員（以下「教職員」    

という。）の任免、宣誓、分限、懲戒、服務その他人事に関すること。  
      ３ 教職員の定数及び配置に関すること。  
      ４ 教職員の人事に関する総合調整に関すること。  
      ５ 教職員人事制度の企画、立案に関すること。  
   ６ 部内他の課、係の主管に属しないこと。  
 
  任 用 係  
   １ 教職員の採用選考試験に関すること。  
      ２ 教職員の昇任選考に関すること。  
      ３ 教職員の免許に関すること。  
      ４ 教職員の臨時的任用職員及び非常勤講師の任免、給与、配置、服務その他人事    

に関すること。  
 
 教職員労務課  
  労 務 係  
      １ 教職員等の給与その他給付に関すること。  
      ２ 教職員の勤務条件に関すること。  
      ３ 教職員が組織する職員団体に関すること。  
      ４ 他の係の主管に属しないこと。  
 
  厚 生 係  
   １ 教職員の福利厚生に関すること。  
   ２ 教職員の衛生管理に関すること。  
   ３ 教職員の公務災害に関すること。  
   ４ 教職員互助会に関すること。  
   ５ 教職員の人事に関する企画及び調査・研究に関すること。  
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学校教育部 

 小中学校教育課  
  小中学校指導係  
      １ 小学校及び中学校の教育活動に係る企画及び実施に関すること（情報教育課の    

主管に属するものを除く。）。  
      ２ 小学校及び中学校の経営に係る指導、助言に関すること。  
      ３ 小学校及び中学校学習指導に係る指導、助言に関すること。  
      ４ 小学校、中学校及び高等学校の児童生徒指導に係る指導、助言に関すること。  
      ５ 個別支援学級の学習指導に係る指導及び助言に関すること。  
   ６ 人権教育に関すること。  
     ７ 教材教具の研究利用に関すること。  
     ８ 教科用図書の取り扱いに関すること。  
     ９ 姉妹都市等との教育交流事業に関すること。  
      10  横浜市教科書取扱審議会に関すること。  
      11  横浜市国際学生会館入居者審査会に関すること。  
      12 こども青少年局との連携に関すること。  
      13  部内他の課、係の主管に属しないこと。  
 
    学校体育係  
      １ 学校体育の振興に関すること。  
   ２ 学校体育に係る指導及び助言に関すること。  
   ３ 学校体育に関する事業の計画及びその実施に関すること。  
   ４ 学校体育関係団体に関すること。  
   ５ 体験学習及び自然教室に関すること。  
   ６ 横浜市少年自然の家の管理及び運営に関すること。  
 
 特別支援教育課  
   １ 障害児の教育に係る企画・振興及びその実施に関すること。  
   ２ 特別支援学校の経営並びに個別支援学級及び通級指導教室の運営に係る指導、

助言に関すること。  
   ３ 就学指導及び就学指導委員会に関すること。  
   ４ 障害児の教育に係る関係機関等との連絡調整に関すること。  
   ５ 特別支援教育相談課の庶務に関すること。  
   ６ 養護教育総合センターの運営管理に関すること。  
   ７ 養護教育総合センターの公印の管守に関すること。  
 
 特別支援教育相談課  
   １ 障害児に係る教育相談及び指導に関すること。  
   ２ 障害児に係る教育的、医学的及び心理学的検査・判定に関すること。  
   ３ 障害児の教育に係る研修及び研究に関すること。  
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   ４ 障害児の教育に係る教材教具の研究開発に関すること。  
   ５ 障害児に係る進路相談及び指導並びに職能評価・判定に関すること。  
   ６ 障害児の教育に係る図書及び資料の作成、収集及び管理に関すること。  
   ７ 養護教育総合センターの施設の管理に関すること。  
 
 情報教育課  
   １ 情報教育の内容に係る企画及び実施に関すること。  
      ２ 情報教育に係る教職員の研修に関すること。  
      ３ 情報教育関連機器の整備に関すること。  
      ４ 情報教育の調査研究に関すること。  
      ５ 情報教育に係る資料の収集及び提供に関すること。  
      ６ 情報処理教育センターに関すること。  
      ７ 視聴覚センターに関すること。  
 
 高等学校教育課  
   高等学校指導係  
   １ 高等学校の教育活動に係る企画及び実施（情報教育課の主管に属するものを除    

く。）に関すること。  
   ２ 高等学校の経営に係る指導、助言に関すること。  
   ３ 高等学校学習指導に係る指導、助言に関すること。  
   ４ 奨学金に関すること。  
   ５ 科学技術高校の整備に関すること。  
 
 教育相談課  
  相 談 係  
      １ 教育相談の企画及び実施に関すること。  
      ２ 教育相談に関する調査研究及び研修に関すること。  
      ３ 学校、家庭及び地域との連携に係る相談及び助言に関すること。  
      ４ 教育相談に係る関係機関等との連絡調整に関すること。  
   ５ 教育総合相談センターに関すること。  
      ６ その他教育相談に関すること。  
 
 健康教育課  
  保 健 係  
   １ 児童及び生徒の保健及び安全に関すること。  
      ２ 児童及び生徒の健康管理に関すること。  
      ３ 学校の環境衛生及び公害に関すること。  
      ４ 学校の衛生器材の整備に関すること。  
      ５ 学校保健及び安全関係機関との連絡に関すること。  
   ６   横浜市学校保健審議会に関すること。  
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  給 食 係  
      １ 学校給食の指導及び給食物資の管理に関すること。  
      ２ 財団法人横浜市学校給食会に関すること。  
 
 
生涯学習部 

 生涯学習課  
   １ 生涯学習に関する調査研究及び連絡調整に関すること。  
   ２ 生涯学習推進会議及び推進本部に関すること。  
   ３ 横浜市社会教育委員に関すること。  
   ４ 社会教育コーナーその他の社会教育施設に関すること。  
   ５ 社会教育主事その他の社会教育に係る専門的職員に関すること。  
   ６ 生涯学習に関する情報の収集、提供及び相談に関すること。  
   ７ 学習機会の提供に関すること。  
   ８ 生涯学習の普及、啓発に関すること。  
   ９ 生涯学習関係職員の研修に関すること。  
   10 生涯学習の支援者の育成に関すること。  
   11 生涯学習支援センターの運営支援に関すること。  
   12 生涯学習機関との連携に関すること。  
   13 学校施設の開放に関すること。  
   14 コミュニティ・ハウス（学校施設活用型）事業に関すること。  
   15 子育て支援事業本部との連携に関すること。  
   16 成人教育の企画及び実施に関すること。  
   17 女性教育及び家庭教育に関すること。  
   18 ＰＴＡ、女性団体その他の社会教育関係団体に関すること。  
   19 青少年関係事務の連絡調整に関すること。  
   20 スポーツ振興に係る連絡調整に関すること。  
   21 部内他の課の主管に属しないこと。  
 
 文化財課  
  文化財係  
      １ 文化財の調査、保存、管理その他文化財の保護等に関すること。  
      ２ 文化財に関する資料の収集及び刊行に関すること。  
      ３ 文化財施設に関すること。  
      ４ 財団法人横浜市ふるさと歴史財団に関すること。   
   ５ 横浜市文化財保護審議会に関すること。  
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中央図書館 

 企画運営課  
  庶 務 係  
      １ 図書館の運営管理に関すること。  
      ２ 図書館の事業の企画及び調整に関すること。  
      ３ 図書館の整備計画の策定及び建設に関すること。  
      ４ 図書館の広報に関すること。  
      ５ 図書館の統計に関すること。  
   ６   図書館と関係機関との協力調整に関すること。  
      ７ 館内他の課、係の主管に属しないこと。  
 
  調 整 係  
      １ 図書館情報システムに係る企画、運用及び維持管理に関すること。  
      ２ 図書館の利用者サービスの調整に関すること。  
 
 調査資料課  
  資 料 係  
      １ 図書館の資料選定に関すること（中央図書館以外の図書館の購入分を除く。）。  
   ２ 図書館資料の収集方針、収集調整及び選定支援に関すること。  
      ３ 図書館資料の受入、整理、払出、保管及び評価に関すること。  
      ４ 図書館資料の書誌データの整備に関すること。  
      ５ 図書館資料の寄贈及び寄託に関すること。  
   ６ 他の係の主管に属しないこと。  
 
  調 査 係  
      １ 中央図書館資料（人文科学、社会科学、自然科学部門資料及び一般調査資料並    

びにヨコハマ資料に限る。）の資料整備及び館内利用に関すること。  
   ２ 中央図書館資料の利用相談・情報提供に関すること。  
   ３   利用相談・情報提供に係る総合調整に関すること。  
 
 サービス課  
  サービス第一係  
      １ 中央図書館の施設管理に関すること。  
      ２ 中央図書館の自主企画事業に関すること。  
      ３ 中央図書館の団体貸出しに関すること。  
      ４ 移動図書館に関すること。  
      ５ 図書館資料の相互貸借に関すること。  
      ６ 他の係の主管に属しないこと。  
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  サービス第二係  
      １ 中央図書館資料（調査係の主管に属するものを除く。）の資料整備、館内利用及

び利用相談・情報提供に関すること。  
      ２ 中央図書館資料の館外利用（移動図書館及び団体貸出しに関することを除く。）    

に関すること。  
 
 図  書  館  
   １ 図書館資料を収集整備し、市民の利用に供すること。  
   ２ 郷土資料及び地方行政資料を収集し、利用に供すること。  
   ３ 図書館資料の周知に努め、読書、調査研究等の相談に応ずること。  
   ４ 図書館資料の館外貸出しをすること。  
   ５ 他の図書館と協力し、図書館資料の相互貸借を行い、利用の便を図ること。  
   ６ 読書会、研究会、講習会、鑑賞会、展示会、講演会等を主催し、及びその奨励    

を行うこと。  
      ７ 前各号に定めるもののほか、図書館の目的を達成するために必要な業務。  
 
 
教育センター 

 研究研修指導課  
  管 理 係  
      １ 教育文化センターの施設及び設備の管理に関すること（他の局の主管に属する    

ものを除く。）。  
      ２ 教育関係図書及び資料の提供に関すること。  
      ３ 音楽、演劇等の発表会等の開催に関すること。  
      ４ 市民の集会の場所の提供に関すること。  
   ５ 他の課、係等の主管に属しないこと。  
 
  研究研修係  
      １ 学校教育及び社会教育の専門的、技術的事項の調査研究に関すること。  
      ２ 教育研究活動に対する指導、助言及び援助に関すること。  
      ３ 教育関係職員等の研修の企画及び実施に関すること。  
 
 授業改善支援課  
    １ 教育課程に係る開発及び編成の支援に関すること。  
   ２ 学校評価に係る研究支援に関すること。  

３ 授業改善の支援等に関すること。  
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横浜市立学校数・児童生徒数及び学級数

区   分
学 校 数 児童生徒数 学 級 数 備    考

学校種別

小  学  校
校 人 学級

347 191,106 6,596

中  学  校 145 74,024 2,351

高 等 学 校 9 7,928 213

特別支援学校 12 1,317 397

合    計 513 274,375 9,557

※小・中・特別支援学校は平成１９年４月５日現在
※高等学校は平成19年５月１日現在
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平成19年度教育費歳出予算額

款　　　　　　項 予算額

(千円)

　１４款　　教　育　費

　　　１項　　教　育　総　務　費 31,050,549

　　　２項　　小　学　校　費 10,985,468

　　　３項　　中　学　校　費 5,570,666

　　　４項　　高　等　学　校　費 1,195,324

　　　５項　　特  別  支  援  学  校  費 1,195,301

　　　６項　　生　涯　学　習　費 3,129,676

　　　７項　　学　校　保　健　体　育　費 5,306,054

　　　８項　　教　育　施　設　整　備　費 19,492,139

歳　　出　　合　　計 77,925,177
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（１）教育委員会費

（２）職員人件費
　

（３）教育先進都市推進モデル事業費

（４）教師力向上事業費

　
（５）スクールサポート事業費

（６）初任者研修事業費

（７）教職員互助会事業助成費

（８）分権化推進検討費

（９）事務局運営費等

　

　教職員健康管理費、教員確保対策事業費、教職員人事
改革推進事業費（指導力不足教員判定会）、教育改革推
進費、学校・教育委員会事務用ネットワーク運用事業費
ほか

新たな教育先進都市を目指して、引き続き提案公募型改
革モデル校「パイオニアスクールよこはま」(⑱52校(予算55校)

→⑲70校）を指定し、従来の発想や制度にとらわれない取
組を推進します。

優れた教員を確保・育成するため、本市教員志望者を対
象とした実践的教師塾「よこはま教師塾」（定員100人）を運
営します。

　「学校教育センター（仮称）」設置に向けた検討を行います。

　教職員互助会事業へ助成します。

・小学校低学年へのサポート（⑱40人→⑲60人）
小学校１～３学年のうち学級運営が困難な学級への支援

として非常勤講師を配置します。
・アシスタントティーチャーの派遣（⑱100人→⑲150人）

教員志望の学生等を小中学校へボランティアとして派遣
し、教員のアシスタントとして教育支援を行います。
・校内研修への支援（⑱⑲10人）

指導力不足教員の校内研修等教育活動の充実支援とし
て非常勤講師を配置します。

　初任者研修実施に伴う非常勤講師を配置します。

　１　教育委員会及び
　　　　事務局の運営

　３５,０００千円

　２２,２６６千円

　２５,１３８,６３４千円

　教育委員（５人）の報酬及び費用弁償

　教職員及び事務局職員等の人件費
　・教育長１人　・一般職２,１１９人
　・教育職７０２人　・再任用職員１０９人

　３２４,５５３千円

　５６８,７３４千円

　２,０００千円

　２６１,９０８千円

　１５１,５５５千円

　３０,０００千円
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　２　学　校　の　運　営

（１） 学校運営振興費

（２） 教育用コンピュータ整備事業費

　※平成２０年度までに完了予定

（３） 学校管理費等

ほか

（１）児童・生徒健康診断費

（２）日本スポーツ振興センター費

（３）学校事故見舞金

 2-1　学 校 の 運 営・管 理

６,５８２,６７５千円
　学校の教育課程を推進するために、必要な教材や環境
の整備を行い、教育内容の充実を図ります。
・文具器材、学用器具
・教材教具修繕費
・学校図書費
・学校行事用消耗品など、学校に配当される経費

１,３３０,０４７千円
　各校のコンピュータ教室に加え、普通教室へのコンピュー
タ整備をすすめるとともに、ネットデイ方式での校内LAN整
備を拡大することにより、学校環境の充実とともに、地域に
開かれた学校づくりを促進します。
・ネットデイ方式による校内ＬＡＮ整備予定校

　小学校　８０校　（前年同）　
　中学校　３０校　（前年同）

１１,０３４,０３７千円
　学校の維持管理に必要な経費
・光熱水費
・学校医等に対する報酬
・特別支援学校のスクールバス運行費

 2-2  　学　校　保　健

２７４,１３２千円
　定期健康診断、結核健診、心臓検診などを実施します。

２６７,３５３千円
学校での災害に対する給付を行うため、災害共済制度に

加入します。

１６,７４９千円
学校での児童・生徒の事故等による災害について、見舞

金を支給します。
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（４）保健室登校子ども支援事業費

（５）環境衛生検査費

（６）むし歯予防事業費等

ほか

（１）子どもの体力向上推進事業費

（２）宿泊体験学習・自然教室援助費支給事業費

（３）学校体育振興事業費

（４）少年自然の家運営費等

　５,８２０千円
保健室登校の児童・生徒を抱える学校へ養護教諭有資

格者を派遣し、来室児童・生徒に対して相談活動を実施し
ます。

３４,８１８千円
学校の環境衛生の維持を図るため、プール・高架水槽水

等の検査を実施します。

１３４,３７１千円
・むし歯予防事業費
・要保・準保援助費
・地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業
  （スクールガード・リーダーによる学校の巡回指導等）

 2-3　  学　校　体　育

４０,７３１千円
・子どもの健康・体力つくり推進事業費

新体力テストを全校実施し、調査結果を反映させた体力
つくりの取り組みを推進します。

・大学と連携した部活動等実技指導者派遣事業費
授業や部活動の活性化のため、地元大学生ボランティア

を派遣します。

・中学校部活動支援事業費
中学校部活動および合同部活動へ指導者を派遣し、部

活動の活性化を図ります。

２６,５８９千円
宿泊体験的行事および自然教室行事に参加した就学援

助対象児童に援助費の支給を行います。

２４,２５６千円
　小学校の体育、水泳、球技各大会及び中学校総合体育
大会を開催します。

１５７,６５３千円
南伊豆、赤城の野外活動施設の運営管理委託、および

当該施設のある市町村との交流事業を実施します。
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（１）準要保護児童学校給食費
　

（２）横浜市学校給食会運営補助金

　

（４）学校給食運営費
　

（５）学校給食備品整備費等

 2-4  　学　校　給　食

　９２２,３０３千円
　準要保護児童に対する給食費を援助します。

　１８１,７７１千円
学校給食会の事業に必要な人件費、物件費

を補助します。

（３）学校給食調理業務民間委託事業費 　１,８２６,６７９千円

１,２２４,６８０千円
学校給食を円滑に運営するため、給食指導・

各種研修や嘱託・アルバイト調理員の雇用及
び衛生管理を行います。

　学校給食調理業務の民間委託を４５校から６
５校へ拡大し、学校給食の一層の充実を図りま
す。

　１６８,１４９千円
・給食備品整備費
・給食設備保守管理費
・食教育推進事業費
　（食教育シンポジウムの開催・
　　食教育実践指導事例書の作成)　　　　ほか
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（1）ヨコハマ語学教育推進事業費

（２）横浜市学習状況調査事業費

（３）児童・生徒指導費

（４）児童・生徒の安全対策推進事業費

３　学校教育の指導振興

８９７,１６０千円
・国語力の向上

「はまっ子読書ノート」を全児童に配付し、読書活動の推
進を図ります。更に「国語指導力向上推進校」における指
導方法の実践研究を行うとともに、読解力向上のための指
導モデルを全校に配付し、国語指導力の向上を図ること
で、児童生徒の国語力の向上を目指します。
 ・小中学校一貫の英語教育の推進

平成２１年度からの小学校全校における英語教育導入に
向け、指導の手引き・指導事例集等により小学校英語教育
の指導内容・評価基準の周知を図ります。また、小学校英
語活動推進校および中学校全校へのＡＥＴの派遣を行うと
ともに、地域人材を活用した指導体制を整備し、小中学校
の英語教育を推進します。

また国際理解のため、よこはま子ども国際プログラムの実
施、日本語教室の運営を行います。

小学校国際理解教室　　　　　全校　 （前年同）
小学校英語活動推進校　　１４０校　 （⑱５４校）
中学校英語教育推進校　　　２０校　 （前年同）
英語教育推進校区　　　　　　　５校区（前年同）

８８,０００千円

４８,１１３千円
・児童・生徒指導推進費

児童生徒指導の強化のため、協議会の開催や研修を実
施します。また、新たにいじめ等の克服に向け、社会的スキ
ル育成のための指導プログラム（横浜プログラム）の策定等
を行います。
・児童指導体制強化研究モデル事業費

児童指導担当教諭を中心とした児童指導校内体制強化
研究モデル校（18校）を設置します。

　市立小・中学校の児童・生徒の基礎・基本の確実な定着
を図るとともに、学習状況を把握し、確かな学力の向上に
資するため、対象学年を小一まで拡大し「横浜市学習状況
調査」を実施します。

４４,１２０千円
・安全教育推進事業費

安全教育推進モデル校を38校設置し、研究成果を全校
に向け発信するなど、安全教育への取り組みを進めます。
・よこはま学援隊活動助成事業費

保護者や地域住民により構成されるボランティア団体「よ
こはま学援隊」（⑲２２０校）の活動に対して助成を行い、保
護者や地域と連携した学校の安全対策の推進を図ります。
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（５）心の教育ふれあいコンサート事業費

（６）学校経営支援事業費

（７）人権教育推進事業費

（８）奨学費

（９）市立高校改革推進プログラム事業費

（10）情報教育推進事業費 ２４１,５５２千円

（11）就学奨励費

（12） 私立学校等補助金

（1３） 私学団体補助金

（1４）国際学生会館管理運営委託事業費等 ２２３,８２０千円

２６,８５１千円
市立小学校、特別支援学校小学部の高学年児童等を対

象に、本格的なオーケストラの音楽鑑賞を通して、感性を
磨き、心豊かに生きていこうとする資質や能力を育むため
に開催します。

５,０００千円
　校長ＯＢボランティアを派遣し、学校経営に関し助言・実
務指導などの支援を行います。

２１,９１２千円
同和教育、在日外国人教育等、人権教育事業を企画及

び運営するとともに、市立学校における人権教育推進のた
めの指導等を行います。

９８,０１５千円
高等学校奨学金の支給、大学奨学金及び高校入学資金

の貸付、定時制高校教科書の給付を行います。

３,０００千円
高大連携・接続に向けた教育内容・方法の研究やカリ

キュラムの検討を行います。また市立高校の教育活動に対
する第三者評価を推進します。

　・ＩＣＴ利活用促進事業費
ＩＣＴを活用した、より効果的な授業実践手法等を研究・

提供し、教員のＩＣＴ指導力向上や子どもたちへの情報教
育を推進します。
　・教育情報ネットワーク事業費等

教育委員会と全市立学校を結ぶ横浜市教育情報ネット
ワークの運営、教職員コンピュータ研修等を行います。

　　１,２７２,４４５千円
　経済的理由により就学困難な児童生徒の保護者に対し
て援助を行います。

　私立学校及び私立外国人学校に対する、施設・設備の
整備費を助成します。

５,４００千円

１０１,８９０千円

　私学団体が行う教職員の研究・研修事業等に対して助成
を行います。

国際学生会館管理運営委託事業費、米・加大学連合日
本研究センター支援事業費、市立学校総合文化祭事業費
ほか
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（１） 教職員研究研修事業費

（２） 横浜版学習指導要領策定事業費

（３） 『横浜の時間』リーダー養成事業費

（４） 学校評価研究事業費

（５） 教育課程推進事業費

（６） 教育文化センター管理運営費等

　４　教職員研修・
　　　教育センター運営

４４,３４０千円
　初任者研修や主幹教諭研修、小学校教員を対象にした
英語研修など各種研修を実施しするとともに、学校におけ
る組織・経営力の向上を図るため「よこはま学校経営塾」を
開催します。
　また、教育内容及び方法に関する研究を行います。

２４,５５７千円
小中一貫カリキュラムや『横浜の時間』の創設など横浜ら

しい教育内容を明示し、今後の横浜の教育の目指すべき
姿を描いた「横浜版学習指導要領」を策定します。（平成19
年度は総則・教科等編の策定など）

　１,０００千円
「総合的な学習の時間」の再構築を図るため、平成21年

度から全市立学校で『横浜の時間』を実施するにあたり、市
民力・創造力の育成に向けた教育活動を地域と連携・協力
して進めることのできる人材を育成します。

１０,０００千円
　外部評価を活用した学校評価の取組を推進するため、
「学校評価研究推進校」を設置し、学校版マニフェスト(中
期学校運営計画）と連動した学校評価のあり方を研究しま
す。

９,７３４千円
　教育課程研究委員会、教育課題研究委員会などを開催
し、教育課程や教育課題についての実践的研究を推進し
ます。

教育文化センターや授業改善支援センター（ハマ・アッ
プ）の管理運営等を行います。

２４２,７３７千円
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　５　特別支援教育の指導振興

（１）特別支援教育相談指導事業費

（２）特別支援教育推進事業費

（３）特別支援教育学校生活支援事業費

（４）特別支援学校医療的ケア体制整備事業費

（５）高等特別支援学校就労支援事業費

（６）養護教育総合センター運営費

（７）特別支援教育指導振興費等

２６,７２０千円
小・中学校の普通学級で学ぶＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ

（注意欠陥多動性障害）等を含む、特別な教育的支援を必
要とする児童生徒の指導体制を充実するため、１００校に
「特別支援教室」の設置等、学校全体で支援する体制づく
りを推進します。

４９,５２５千円
小・中学校に在籍する障害児の保護者が行う校内・通学

等の介助や特別支援学校に在籍する児童生徒の通学を
支援します。

３３,３４０千円
　障害のある児童生徒一人ひとりのニーズに応じた適切な
就学・教育相談を行います。

３８,８３７千円
特別支援学校（肢体）５校に看護師を配置するとともに、

医師等で構成する運営協議会を設置し、医療的ケア実施
体制の整備を図ります。

１３,０００千円
知的障害等が軽い生徒が企業就労を通して自立・社会

参加を図れるよう、実習職場の開拓や、就労定着のための
職場訪問等を行います。

１８,２５２千円
特別支援学校及び通級指導教室への専門医派遣や、障

害のある児童生徒に対する就学・教育相談を行います。専
門相談員を２名増員し、相談業務を拡充します。

２６,５５４千円
　教育研修費、社会啓発費、特別支援教育行事費、副学
籍推進事業費、夏休み支援事業費
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　　６　教　育　相　談

（１）教育相談事業費
・教育相談事業費

・区教育相談事業費

・いじめ１１０番事業費

（２）スクールカウンセラー活用事業費

（３）不登校対策事業費
・ハートフルフレンド家庭訪問事業費

・不登校予防対策推進事業費

・横浜教育支援センター運営事業費

２５８,９１５千円

２３１,６３０千円

２０３,１２９千円

５９,１５３千円
不登校・友人関係・進路など教育に関する相談や、心理・

医療等の専門相談を実施します。また、様々な問題に悩む
教員等を対象に、スクールスーパーバイザーを派遣し、支
援を行います。

各区の福祉保健センターにおいて、乳幼児期から学童
期・思春期までを対象に教育相談を実施するほか、学校カ
ウンセラーによる小学校を中心とした訪問相談を行います。

３９,８４８千円
「いじめ」等に関する電話相談を２４時間体制で実施しま

す。

いじめ、不登校等の問題行動解決に資するため、市立中
学校全校及び高校の一部の学校へ、スクールカウンセラー
を配置します。

　６,５９３千円
ひきこもりがちな児童生徒の家庭にハートフルフレンド（大

学生・大学院生）を派遣し、状態の緩和と保護者の不安の
解消を図ります。

　　７５７千円
不登校児童生徒への対応として、各校が取り組むべき効

果的な内容を示したハンドブックを作成します。また、教職
員や保護者を対象に「不登校理解研修」「親の集い」を開
催し、支援します。

２か所のハートフルスペース（適応指導教室）と８か所の
ハートフルルーム（相談指導学級）において不登校児童生
徒の再登校を支援します。また、新たに児童生徒への訪問
相談を実施します。
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（１）生涯学習総合支援事業費

（２）家庭教育推進費

（３）学校開放事業費

（８）人権教育費等

　7　生涯学習の推進

７,０５５千円
・生涯学習推進会議及び推進本部の開催
・生涯学習支援センターへの支援
・生涯学習関連部局への支援ほか

１１,５８０千円
・家庭教育学級の開設、「おやじの会」支援

・学校開放（校庭・体育館、校庭夜間、プール、市民図書室、音楽
室等特別教室）の実施
・新たな運営方式等の検討及びモデル実施

２４６,４９３千円

（４）「みんなで育てるハマの子ども」推進事業費 １４,８０６千円
市民団体やボランティアと連携し、地域が主体となって子どもた

ちに多様な学習や体験の機会を提供します。

（５）地域コーディネーター養成事業費 ２,０２０千円
学校や地域を拠点に学びや活動の推進役となる地域コーディ

ネーターを養成します。

（６）キャリアコーディネーター育成事業費 ２,０００千円
若年者の就職等社会的自立に向けた情報提供や助言・相談

を、身近な地域で行うキャリアコーディネーターを育成します。

（７）土曜学校モデル事業費 ９,０００千円
地域の大人やボランティアなどが学校休業日を利用して、子ども

の学習・体験活動などの機会を提供します。

４２,１２６千円
・成人教育講座
・「成人の日」を祝うつどいの開催
・ＰＴＡ活動振興費　　　　　　　　　　　　　ほか
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（１）文化財保護育成修理関係事業費

（２）文化財調査研究事業費

（３）横浜市ふるさと歴史財団管理運営費

（４）博物館等指定管理事業費

（６）世界遺産登録準備事業費

３０,０００千円

（８）文化財保護啓発推進事業費等

　8　文化財の保護及び
　　　　　施設の管理運営

３１,１３０千円
市が指定・登録した文化財や国指定重要文化財を保護するた

めの維持・管理や必要な修理等を行います。

４,３００千円
市内に存在する文化財の専門・学術的な調査を行い、文化財保

護施策の基礎資料とします。

１３６,２７９千円
埋蔵文化財の調査、研究、整理や普及啓発事業及び史跡等の

管理運営を委託して行います。

８４,３５２千円
横浜市歴史博物館、横浜開港資料館、横浜都市発展記念館、

横浜ユーラシア文化館及び横浜市三殿台考古館の管理運営を
指定管理者となった横浜市ふるさと歴史財団に委託します。

国史跡としての景観の保持及び、来観者の利用に際する安全確
保のために、橋の架け替え復元整備を行います。

７４,２００千円

（５）国史跡称名寺境内庭園平橋・反橋整備事業費 １０９,８２９千円

世界遺産候補「武家の古都鎌倉」の一部である市内の国史跡「朝
夷奈切通」及び「称名寺境内」に関して、神奈川県、鎌倉市及び逗
子市と連携して、平成２２年度の世界遺産登録の実現に向け、必要
な整備を行います。

（７）埋蔵文化財センター再整備事業費
埋蔵文化財保護業務の効率化と一層の充実を図るため、埋蔵文

化財センターを含む関連施設を旧学校施設へ集約移設します。

５５,２７２千円
横浜市文化財保護審議会等の開催、文化財保護啓発推進事

業、災害防止対策としての金沢八景南地区急傾斜地崩壊対策工
事費や称名寺市民の森災害対策事業等を行います。
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　9　図書館の運営

（１）図書館運営費

（２）資料収集事業費

（３）図書取次サービス試行事業費

（４）市立図書館のあり方検討事業費

（５）地域図書館の耐震補強工事費

（６）中央図書館利用者サービス事業費等 １０９,３６１千円

５,７６７千円
行政サービスコーナー及び地区センター等での図書館

の本の貸出・返却について様々な課題を検証するため、３
区でモデル的に試行していきます。
（青葉区の図書サービス拡充事業含む：３,０００千円）

 ３３５千円
学識経験者、市民代表などによる懇談会を設置し、図書

館サービスに関する意見の聴取、検討を行います。

８７,８１０千円
・中央図書館及び地域図書館（17館）の施設管理・運営、

広報、研修等
　・図書館情報システムの運用

　・図書館資料の収集・整理
　・図書館資料を管理するための書誌データの作成等

  ３１５,９６１千円

７６,５２９千円
戸塚図書館(公会堂、地区センターとの複合施設）の耐震

補強工事を引きつづきすすめます。また、金沢図書館にお
いては基本設計・実施設計を、保土ケ谷図書館において
は基本設計を実施します。

・中央図書館における資料の貸出・閲覧等の利用者への
サービス事業
・障害者支援事業
・移動図書館事業　　　　　ほか
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（１）小学校整備費

〔増築校・新規〕　上瀬谷小学校(校舎）
　　　　　　　　　　　綱島小学校(校舎）
〔　統　　　 合　〕　野庭東小学校等　　　　　　ほか

（２）中学校整備費
　不足教室対策として校舎の改修等を実施します。

（３）設計委託費

（４）横浜市建築保全公社保有校舎取得費

<19年度事業スケジュール>　建設工事

（６）通学区域の見直し検討費等

４５,３６９千円（５）科学技術高等学校（仮称）整備推進事業費
　将来の科学技術の発展や、日本を支える人
材を育成する高校をＰＦＩ手法により整備しま
す。
　併せて、教育内容、学校運営などの検討や
開校に向けたＰＲを実施します。

１８６,７０８千円

 １４５,０２０千円
茅ヶ崎中学校第二方面校等の新増築校の

設計を委託します。

　１0　小中学校整備 ・
　　　　　　高等学校整備

２,８４７,７７７千円

 ６６１,７７１千円
横浜市建築保全公社が保有する学校施設

を購入します。

１５,１００千円
「学校の規模及び配置の適正化等に関する

基本方針」に基づき、小規模校対策として、地
域と十分調整を図りながら、学校規模の適正化
を推進します。
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　１1　学校用地の整備

（１）学校用地購入費

（2）校地整備費

（3）校地管理費

（１）情緒障害通級指導教室整備費

（２）個別支援学級施設整備費

（３）高等特別支援学校拡充整備事業費

５２０,０００千円
  茅ヶ崎中学校第二方面校用地など学校用地

        　８３９,０１９千円
  学校用地の整備・維持補修や屋外環境整備

           ３５７,７５７千円
  設計、測量、樹木管理委託等を行います。

　１2　特別支援学校等の
　　　　　　    施設の整備

６０,０００千円

９８,７６３千円

　情緒障害等通級児童の増加に対応するた
め、小坪小学校に通級指導教室を整備しま
す。

本年度に開設予定の６校について、改修等
の整備を行います。

　３,０００千円
既存の高等特別支援学校（旧 高等養護学

校）の拡充整備に関する基本構想をさらに発
展させ、整備手法の調査・検討をします。
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　１3　学校施設の営繕

　
（１）耐震補強工事費

（２）学校の安全対策事業費
　

　

（３）アスベスト対策事業費

（４）屋内運動場改修事業費

（５）老朽校舎再整備事業費

（６）トイレ改修費

（７）給食室整備費
　給食室の改修を実施します。（４校）

（８）エレベータ設置費

　

（９）地域交流室設置推進事業費

　

（１０）学校施設老朽箇所改修費等

３,４９２,７７３千円
　小中学校の耐震補強工事を実施します。
　（H２１年度までの完了にむけ、工事３２校、
設計４５校実施予定）

３７４,７７５千円
　校門・校舎の施錠管理に必要な設備の整備
など、学校施設の防犯対策をすすめます。
　また、防災対策として学校用地内のがけ・擁
壁等の危険箇所の工事等を行います。

２２９,３８４千円
　学校施設のアスベスト対策工事を実施しま
す。

１,１５６,５００千円
　昭和３０～４０年代にかけて建設された屋内
運動場についての全面的な改修およびその他
緊急修繕工事等を行います。

２００,０００千円
　老朽化が進んでいる昭和３０年代校舎の長寿
命化対策を行います。

７８４,９００千円
　トイレの洋式化工事を実施します。
　（144フロア）

５２０,６２５千円

３６０,０００千円
　車椅子使用児童・生徒が在籍する学校にエ
レベータを設置します。（６校）

１２,５００千円
　地域とともに進める学校づくりを推進するため
に、「地域交流室」を設置します。（25校）

４,８５３,８６９千円
　教育環境等整備並びに法令適合化対策、特
別教室冷房設備整備のほか、老朽化した校舎
全般の外壁改修・屋上防水工事などを実施し
ます。
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平成１９年度

「教育のまち・横浜」の実現に向け、礎を築く年

平成１９年５月 

横浜市教育委員会 



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 次 
１ 平成１９年度教育委員会運営方針について・・・・・・・・・・・２

２ 横浜教育ビジョン⇒運営方針・・・・・・・・・・・・・・・・・３

３ 重点推進課題一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５

４ 運営方針の各事業で育む“横浜の子ども”・・・・・・・・・・・・７

５ 運営方針で想定する家庭・地域参画型の学校運営イメージ・・・・８

≪取組内容≫  

目標１ 子どもの力を高めます 
重点推進課題 １ 「横浜版学習指導要領」の策定と推進・・・・・・・・・・・・・・・９

重点推進課題 ２ 『横浜の時間』の創設と推進～「総合的な学習の時間」の再構築～・１０

重点推進課題 ３ 読解力の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２

重点推進課題 ４ 小中学校一貫英語教育の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

重点推進課題 ５ 新たな情報教育の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４

重点推進課題 ６ 子どもの実態把握と確固たるデータに基づく教育の推進・・・・・・・１５

重点推進課題 ７ 豊かな心を育む指導の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

重点推進課題 ８ 横浜から創る新たな特別支援教育の推進・・・・・・・・・・・・・１８

重点推進課題 ９ 新たな高等学校教育の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９
 

目標２ 学校・教職員の力を高めます 
重点推進課題１０ 教師力の向上・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０

重点推進課題１１ 学校マネジメント力の強化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

重点推進課題１２ 学校版マニフェストの策定と学校評価・情報発信の推進・・・・・・２２
 

目標３ 学校を開きます 
重点推進課題１３ 保護者・地域の学校運営への参画推進・・・・・・・・・・・・・・２３

 

目標４ 家庭、そして地域の教育力を高めます 
重点推進課題１４ 教育の原点としての新たな家庭教育環境づくり・・・・・・・・・・２４

 

目標５ 教育行政は現場主義に徹します 
重点推進課題１５  分権型教育行政組織の再構築・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４

 

目標６ 安心して学べる学校環境の整備を進めます 
重点推進課題１６ 安心して学べる学校環境の整備・・・・・・・・・・・・・・・・・２５

 

目標７ その他の重点施策 
重点推進課題１７  その他の重点施策・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６

≪運営方針とは≫ 

横浜市では、各局区事業本部が、その責任と役割を明確にし、「横浜市基本構想（長期

ビジョン）」の目指す都市像を実現し、「横浜市中期計画」を着実に推進するため、毎年度、

運営方針を策定しています。 

平成１９年度教育委員会運営方針は、「教育のまち・横浜」を目指す１０年構想である

「横浜教育ビジョン」（平成１８年１０月策定）と、その５年間の取組工程である「横浜

教育ビジョン 推進プログラム」（平成１９年１月策定）を基軸とし、学校・家庭・地域

が一体となって３つの基本「知・徳・体」と２つの横浜らしさ「公・開」を最も大切にし

ながら、“横浜の子ども”を育むために、７つの目標のもと事業を推進します。 
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１ 平成１９年度教育委員会運営方針について 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連動 

連動  教
育
関
係
法
令
・ 

各
関
係
施
策
等 

基本理念 

施策工程表 

年度計画 

横
浜
市
の
計
画
と
の
関
係 

国                 横浜市教育委員会                横浜市 

横浜市基本構想
(長期ビジョン）(20年)

横浜市中期計画 
（5年）

横浜教育ビジョン（10年） 

横浜教育ビジョン 

推進プログラム（５年） 

運営方針（１年） 

規範意識や 

公共心の向上 

子どもの学力

や体力の向上 教職員の資質

の向上 

いじめ、暴力行

為への対策推進 

横浜市 

基本構想 横浜開港 

１５０周年 

への取組 

横浜教育ビジョン策定（平成１８年１０月） 

横浜教育ビジョン推進プログラム策定（平成１９年１月） 

具体的な取組は・・・？

平成１９年度の取組は・・・？

 
基本目標 

「教育のまち・横浜」の実現に向け、礎を築く年 
 

７つの目標 
≪“横浜の子ども”を育む５つの目標≫ 

目標１ 子どもの力を高めます 

目標２ 学校・教職員の力を高めます 

目標３ 学校を開きます 

目標４ 家庭、そして地域の教育力を高めます 

目標５ 教育行政は現場主義に徹します 

≪その他教育を支える２つの目標≫ 

目標６ 安心して学べる学校環境の整備を進めます 

目標７ その他の重点施策 

平成１９年度教育委員会運営方針 

主な課題

横浜教育改革会議 最終答申（平成１８年３月） 

主な背景 
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２ 横浜教育ビジョン⇒運営方針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 教育の使命  

○確かな学力と豊かな心、健やかな体を育み、社会を担う者としての資質を身に付けた「市民」を育成 

○新たな挑戦をしていく姿勢、他者の幸せにも寄与しようとする姿勢を育む 

２ 横浜が目指す「人づくり」と学校教育において身に付ける力   

○「横浜市基本構想（長期ビジョン）」の都市像の実現に向けた教育分野の責務は 「人づくり」  

○自らの人生を切り拓き、創り上げることができる 「市民力・創造力」を兼ね備えた未来を担う横浜『市民』を育成 

○学校教育において身に付ける力 

 

 

 
 
３ 「教育のまち・横浜」宣言   
未来を担うのは子どもたちであり、教育は横浜の未来を創り出す原動力です。 

横浜では、「教育のまち・横浜」 を目指すことを宣言し、学校・家庭・地域の連携のもと、まち全体で横

浜の子どもを育み、横浜らしい人づくりを進めていきます。 

  「横浜教育ビジョン」～「教育のまち・横浜」の実現を目指す10年構想～  10 年 

◆ 学ぶ楽しさと創り出す喜びを原動力に、夢や希望に向けて努力する力

◆ お互いの違いを認識したうえで、協働・共生する力  

◆ 進取の精神と多様性を認める柔軟さをもち、変化する社会を生き抜く力

【目標３】 

学校を開きます 

方針５ 
学校を開き自律・分
権・地域参画型の多様
な学校を目指します 

 

方針７ 
教育行政は“現場主
義”で保護者・地域の
期待に応えます 

【目標５】 

教育行政は 

現場主義に徹します 

 

 

方針６ 
家庭・地域・学校が連携し、子ど
もの成長を支え合います 

【目標４】 

家庭、そして地域の教育力を高めます 

学 校 

行 政 地 域 

家 庭 

目指すべき 

“横浜の子ども”

 
「「市市民民力力・・創創造造力力」」をを兼兼ねね備備ええたた『『市市民民』』にに向向けけてて育育つつ““横横浜浜のの子子どどもも””ととはは  

３つの基本（知・徳・体）と２つの横浜らしさ（公・開）

開 

徳 体 知 
豊かな情操と道徳心 

礼儀や規律を重んじ、家族を大切

にし、他者を思いやり、相手の人

格を尊重して行動します 

国際社会に寄与する開かれた心

日本の伝統や文化を尊重しなが

ら、国際社会の発展に貢献しま

す 

健やかな体 

自分や他者の生命や体を尊び、

自らの健やかな体をつくります

幅広い知識と教養 

学ぶ楽しさと創り出す喜びを通

じて自らの可能性と人生を切り

拓きます 

公 
公共心と社会参画意識 

横浜を愛し、積極的に社会にか

かわり、貢献します 

 

方針１ 
自ら考え判断し行動で
きる総合的な力を育む
教育を目指します 

方針２ 
しっかり教えしっか
り引き出す指導を徹
底します 

【目標１】 

子どもの力を高めます 
 

方針３ 
誇りや使命感に満ち
た信頼される教職員
を確保・育成します 

方針４ 
マネジメント能力の
向上により学校の“チ
ーム力”を高めます 

【目標２】 

学校・教職員の力を高めます 

 “横浜の子ども”を育むために 
 

「自ら考え、判断・行動

し、激動の時代を生き抜

く総合的な力」を育成 
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・最重点事業 ：34 事業 

・関連重点事業：71事業  

計 105 事業 

５つの目標 

７つの方針 

１５の重点政策 

 「横浜教育ビジョン 推進プログラム」  ５年 

 教育委員会運営方針  １年 

★横浜教育ビジョン

推進プログラム 

の事業 

「横浜教育ビジョン」の実現に向け、

最初の５か年（平成１８年度から平成

２２年度まで）の教育施策の工程表を

とりまとめたもの 

「横浜教育ビジョン」の「５つの目

標」と「７つの方針」に沿って、「１５

の重点政策」（１０５事業）で構成 

 

 
平成１９年度運営方針 

７つの目標に基づいた事業の推進 
 

≪“横浜の子ども”を育む５つの目標≫ 

目標１ 子どもの力を高めます 

目標２ 学校・教職員の力を高めます 

目標３ 学校を開きます 

目標４ 家庭、そして地域の教育力を高めます 

目標５ 教育行政は現場主義に徹します 

 

≪その他教育を支える２つの目標≫ 

目標６ 安心して学べる学校環境の整備を進めます 

目標７ その他の重点施策 

 

☆その他、 

教育を支える 

重点事業 
耐震補強・アスベスト対策、

学校規模の適正化や給食・

文化財など 
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３ 重点推進課題一覧 
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標１ 子どもの力を高めます 

目標６ 安心して学べる学校環境の整備を進めます 

重点推進課題１６  安心して学べる学校環境の整備 

方針２ しっかり教えしっかり引き出す指導を徹底します 

方針１ 自ら考え判断し行動できる総合的な力を育む教育を目指します 

重点推進課題２  『横浜の時間』の創設と推進 

～「総合的な学習の時間」の再構築～
 

★『横浜の時間』の創設 

★環境教育の推進 

★安全教育の推進 
・安全教育推進モデル校を38校設置 

★キャリア教育の推進 
 ・キャリア教育の充実に向けた社会的体験・職場体験の推進 

★食教育や性教育の充実 
 ・食教育シンポジウムの開催、食教育実践指導事例書の作成 

 

重点推進課題６ 

子どもの実態把握と確固たるデータに基づく教育の推進
 

★学習状況調査実施による実態把握と、指導方法の

充実 

★小中学生の体力テスト実施と授業改善及び日常的

な体力づくりの推進 
・子どもの健康・体力つくり推進事業など 

重点推進課題８ 

  横浜から創る新たな特別支援教育の推進 
 

★特別な教育的支援の必要な児童生徒への指導体

制整備 
・特別支援教室100校で設置 

・Ｈ２１年度までに全校設置 

★通級指導教室の整備（小坪小学校） 

★教育環境の整備 

重点推進課題９  新たな高等学校教育の推進 
 

★「科学技術高等学校（仮称）」の整備推進 

★市立高等学校改革の推進（高等学校教育の質の向上）

 ・教育内容・方法の研究、カリキュラム検討など 

重点推進課題３  読解力の向上 
 

★すべての教科等で取り組む読解力向上指導モデル作成 

★学校・家庭・地域ぐるみで推進する読書活動の充実 
・はまっ子読書ノートの全児童への配付 

重点推進課題１ 

「横浜版学習指導要領」の策定と推進 
 

★「横浜版学習指導要領」の策定と授業の充実 
・総則・教科等編の策定など 

★小中一貫カリキュラムの導入―小中一貫教育 

重点推進課題５  新たな情報教育の推進 
 

★全小中学校でのネットデイ方式による校内ＬＡＮ整

備及び地域連携の推進 
・小80校及び中30校で実施 

・H20年度までに完了予定 

★管理職をはじめすべての教職員のＩＣＴ活用研修

の充実 

重点推進課題７  豊かな心を育む指導の推進 

 

★人権教育と道徳教育の推進 

★小１プロブレムの解消に向けた幼・保・小連携 

★「いじめ」・「暴力行為」問題への対策の推進 
・いじめ１１０番の２４時間化 

・児童指導体制強化研究モデル事業 

「子どもの社会的スキル横浜プログラム」の策定  

 

重点推進課題４   小中学校一貫英語教育の推進 
 

★カリキュラム編成等支援 

★英語教員の英語力及び英語指導力の向上 

☆小中学校の耐震補強 
・Ｈ２１年度までに耐震補強完了予定 

☆アスベスト対策 
・Ｈ19年度にアスベスト対策完了予定 

 平成１９年度教育委員会運営方針では、「横浜教育ビジョン推進プログラム」で定めた１５の

重点政策の最重点事業と横浜市中期計画の重点事業・取組を中心に事業を進めていきます。 
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目標４ 家庭、そして地域の教育力を高めます 

方針６ 家庭・地域・学校が連携し、子どもの成長を支え合います 

重点推進課題１４  教育の原点としての新たな家庭教育環境づくり 
 

★「学校・家庭アグリーメント（仮称）」の推進 

★「早寝・早起き・朝食のすすめ」の推進 

目標２ 学校・教職員の力を高めます 

方針４ マネジメント能力の向上により学校の“チーム力”を高めます 

方針３ 誇りや使命感に満ちた信頼される教職員を確保・育成します 

重点推進課題１２  学校版マニフェストの策定と 

学校評価・情報発信の推進

★学校版マニフェスト（中期学校運営計画）の運用 
・学校版マニフェストと連動した学校評価のあり方を研究 

★外部評価を取り入れた、より客観的な学校評価の推進 
 

重点推進課題１１  学校マネジメント力の強化 
 

★学校提案型の予算配当制度の創設 

★「よこはま学校経営塾」などの実施 
・学校における組織・経営力の向上 

目標７ その他の重点施策 
重点推進課題１７ 

     その他の重点施策 
 

                

☆学校給食の運営改善 

・学校給食調理業務民間委託 実施学校数45校→65校 等  

☆文化財の保護・活用 
・鎌倉市の世界遺産登録と連携して実施 

☆学校用務員のあり方検討 

☆市立図書館のあり方検討 

☆横浜開港１５０周年に向けた取組の推進 

目標５  教育行政は現場主義に徹します 

方針７ 教育行政は“現場主義”で保護者・地域の期待に応えます 

重点推進課題１５  分権型教育行政組織の再構築 
 

★分権型教育行政組織の再構築 
・「学校教育センター（仮称）」の整備の検討 

・出張教育委員会やスクールミーティング「きかせて！学校」等での意見交換 

目標３ 学校を開きます 
方針５ 学校を開き自律・分権・地域参画型の多様な学校を目指します 

重点推進課題１３  保護者・地域の学校運営への参画推進 
 

★「地域交流活動拠点」の整備と「地域コーディネーター」の養成 
・地域交流室の設置推進、保護者や地域住民等の学校運営への参画 

・学校（地域交流室）・地域を拠点とする地域コーディネーターの養成等 

★「よこはま学援隊」などの拡充 
・220校実施 H22年度までに小学校全校実施予定 

★学校を支援する新たな財源確保のあり方検討 

★学校版マニフェスト（中期学校運営計画）の運用【再掲】 

 ☆学校規模の適正化 
・上瀬谷小・綱島小増築 

・茅ヶ崎中学校第二方面校新築の設計 

・小規模校・大規模校対策の推進 など 

☆学校施設の安全対策 
・校門・校舎の施錠管理に必要な設備の整備 など 

重点推進課題１０  教師力の向上 
 

★横浜独自の教員養成システムの構築 
・よこはま教師塾での教員養成 定員100人 

・土曜学校との連携 

（子どもの居場所づくり・教員志望者の実践養成等） 

★教育現場への支援の充実（スクールサポート等）
・小学校低学年サポート   40 人→60人 

・アシスタントティーチャー 100人→150人 

★「研修キャリアステージ」に応じた教職員研修

の推進 
・初任及び主幹教諭研修の実施等 
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４ 運営方針の各事業で育む“横浜の子ども” 

知 体

公 開

公共心と社会参画意

識を身に付けます。 

豊かな情操と道徳心を

育みます。 

国際社会に寄与する開

かれた心を育みます。 

○『横浜の時間』の創設【再掲】 

 

○読書活動の充実 

 

○小中学校一貫英語教育の推進【再掲】 

 

○新たな情報教育の推進【再掲】 

○小中一貫カリキュラムの導入 

 

○読解力向上指導モデル作成 

 

○小中学校一貫英語教育の推

進 

 

○新たな情報教育の推進 

 

○学習状況調査実施による実態

把握と、指導方法の充実 

 

○横浜独自の教員養成システム

の構築 

幅広い知識と教養を

身に付けます。 

健やかな体をつくりま

す。 

○人権教育と道徳教育の推進 

 

○小１プロブレムの解消に向け

た幼・保・小連携 

 

○「いじめ」・「暴力行為」問題へ

の対策の推進 

 

○「学校・家庭アグリーメント（仮

称）」の推進 

○食教育や性教育の充実 

 

○小中学生の体力テスト実施と

授業改善及び日常的な体力づ

くりの推進 

 

○「早寝・早起き・朝食のすすめ」

の推進 

○『横浜の時間』の創設 

 

○環境教育の推進 

 

○安全教育の推進 

 

○キャリア教育の推進 

○横浜から創る新た

な特別支援教育の

推進 

○新たな高等学校教

育の推進 

徳

「横浜版学習指導要領」の策定と授業の充実 

7



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 校 

○学校運営協議会○ 

○学校評議員○ 

○「まち」とともに歩む学校づくり懇話会○

よこはま学援隊 

外部評価 

「部活動」支援 

「土曜学校」で講義

アシスタントティーチャー 

『横浜の時間』での講義

５ 運営方針で想定する家庭・地域参画型の学校運営イメージ 

「ネットデイ」参画 

学校開放 

学校情報の発信（ホームページ等の充実）

パイオニアスクールよこはま（PSY）

教師力の向上 

行政（教育委員会） 

学校図書館ボランティア 

「現場主義」の推進 

学校版マニフェスト

学校マネジメント力の強化

地域コーディネーター

地域交流活動拠点 

地域 
（民間事業者等を含む）

家庭 

参画・支援 
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■ 「横浜版学習指導要領・総則」の成案化、「同・教科等編」の策定
（５月～１２月）
・教育課程研究委員会における内容検討　※国の動向を踏まえて策定
（８月～平成２０年１月）
・研究協議会及び横浜教育フェスティバルでの経過報告・情報発信
（平成20年３月）
・「横浜版学習指導要領・総則」「同・教科等編」説明会の実施

■ 授業の充実へ向けた学校支援の充実
（通年）
・区学校教育推進会議における「横浜版学習指導要領・総則」の周知
・指導主事の学校訪問時における周知
・「実践推進モデル校（２８校委嘱）」による研究成果の発信

■ ｢横浜版学習指導要領・保護者版｣の策定、公表、保護者・市民への周知

（５月～１２月）
・教育課程研究委員会における内容検討　※国の動向を踏まえて策定
（８月、平成２０年１月）
・研究協議会及び横浜教育フェスティバルでの経過報告・情報発信
（平成２０年３月）
・「横浜版学習指導要領・保護者版」説明会の実施
・市ＰＴＡ連絡協議会等への説明
・教育委員会ホームページ等での情報発信

■ 「横浜版学習指導要領・教科等編」における小中一貫カリキュラムの策定
（５月～１２月）
・教育課程研究委員会専門部会で内容検討　※国の動向を踏まえて策定
（８月、平成２０年１月予定）
・研究協議会及び横浜教育フェスティバルでの経過報告・情報発信
（平成２０年３月）
・説明会のおける小中一貫カリキュラムについての考え方の周知

■ 「実践推進モデル校」における小中一貫カリキュラム策定及び運営
（通年）
・学校教育推進会議での小中一貫カリキュラムについての考え方の周知
・指導主事要請訪問による学校への周知
・「実践推進モデル校（２８校委嘱）」による小中一貫カリキュラム策定
及び小中一貫教育に関わる研究実践

■ ｢横浜版学習指導要領・保護者版｣における小中一貫カリキュラムの保護
者・市民への周知

（５月～１２月）
・教育課程研究委員会における内容検討　※国の動向を踏まえて策定
（８月、平成２０年１月予定）
・研究協議会及び横浜教育フェスティバルでの経過報告・情報発信
（平成２０年３月）
・「横浜版学習指導要領・保護者版」への小中一貫カリキュラムについて
の考え方の掲載
・教育委員会ホームページ等による小中一貫カリキュラムについての発信

小中一貫カリキュラムの導入

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 「横浜版学習指導要領」の「総
則」及び「教科等編」を策定する
中で、義務教育９年間の子ども
の学びの連続性を図るための教
育課程が編成されています。

「横浜版学習指導要領実践推進
モデル校」における研究成果が
発信されるとともに、保護者・市
民への周知が図られています。

目標１　子どもの力を高めます

☆ 「横浜版学習指導要領・総
則」及び「教科等編」が策定
され、学校等への周知が図ら
れています。また、「保護者
版」をもとに保護者・市民へ
の周知が図られています。

「横浜版学習指導要領実践推
進モデル校」等の研究成果が
発信されるとともに、指導主
事による学校支援が充実して
います。

重点推進課題1 「横浜版学習指導要領」の策定と推進

「横浜版学習指導要領」の策定と授業の充実

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
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■ 「横浜版学習指導要領・『横浜の時間』編」の策定
（通年）
・教育課程研究委員会に専門部会を設け、『横浜の時間』のねらい、内
容、方法等について検討し、策定

■ 『横浜の時間』モデル策定プロジェクト
（通年）
・平成20年度の『横浜の時間』指導資料策定へ向け、指導主事によるプ
ロジェクトを設置（４月）し、指導モデルを策定。研究協議会や横浜教育
フェスティバル等で発信

■ 『横浜の時間』リーダー養成講座
（5月～平成20年1月）
・『横浜の時間』のマネジメントや地域との連携を推進するリーダーを養
成（１００名程度、10回講座）

■ 第3回「環境教育・環境活動フォーラム」の実施
（６月）
・児童生徒、学生の環境活動の取組発表と表彰。市民団体、企業によるポ
スター発表と表彰。公園愛護会の表彰（環境創造局と連携）

■ 第3回「こどもエコフォーラム」の実施
（平成20年２月）
・環境をテーマにした小中学校の活動を発表。市民活動団体によるワーク
ショップの開催。環境に関わるポスター展示。フォーラムのテーマ曲の歌
詞を披露（環境創造局と連携）

■ 環境教育実践推進校の取組
（通年）
・環境教育実践推進校（小・中学校１０校委嘱）における環境教育実践
（全体計画の作成、カリキュラムへの位置付け、児童生徒活動の推進、市
民活動グループや地域との連携）
（１１月）
・研究成果をもとに教員研修会実施

■ ＩＳＯ１４００１の取組の推進
・学校におけるＩＳＯ１４００１の取組を着実に推進
・外部審査（５月）
・内部審査（１１月）
・学校説明会（５、１２、平成20年３月）

■ 安全教育推進モデル校（38校）での実践展開
（通年）
・各モデル校において、安全（防犯・防災）教育の取組を展開
・モデル校等において実践した取組状況について、全市立学校に情報発信

■ 教職員研修の実施
（通年）
・学校管理職、安全担当者等を対象とした、安全教育の先進的手法等に関
する研修の実施（年数回）

環境教育の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆ 「横浜版学習指導要領・『横
浜の時間』編」が策定され、
「実践推進モデル校」での取
組や指導モデル等の情報発信
によって、全校に『横浜の時
間』が周知されています。

『横浜の時間』のリーダー養
成講座が終了し、受講生は
『横浜の時間』のマネジメン
トや地域との連携を推進する
リーダーとしての資質を身に
付けています。

重点推進課題２『横浜の時間』の創設と推進
～「総合的な学習の時間」の再構築～

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆

『横浜の時間』の創設

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

フォーラムの実施等を通じ
て、学校と地域・NPO・企業
等との様々な交流が進むとと
もに、環境に対する意識の向
上など、環境教育が推進され
ています。

環境教育実践推進校の研究成
果が発信されるとともに、各
学校で環境教育の全体的な計
画等が作成されています。

安全教育の推進

安全教育の先進的取組がモデ
ル校等で展開され、その情報が
市内全校に発信されることによ
り、各学校での安全教育の取組
が進んでいます。

モデル校等での取組により、「安
全」をテーマとした単元モデルの
開発につながる成果が蓄積され
ています。

☆
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■ 国の「キャリア・スタート・ウィーク」事業
（６月～平成20年２月）
・中学校における職場体験等の職業や進路に関わる体験活動の実践的研究

■ 中学生のキャリア教育の推進
（６月、平成２０年３月）
・経済団体関係者等で構成される「キャリア教育事業実行委員会」の開催
（９月～平成２０年３月）
・事業所や人材等の情報提供
（６月～平成２０年３月）
・職場体験実施校や実施予定校に対する助言

■ 研修会の実施
（１０月）
・キャリア教育の理解と推進に向けた研修会の実施
（平成２０年２月）
・キャリア教育の具体的な展開についての実践報告会の実施

■ 中・高連携事業の推進
（６月～１２月）
・市立高校において、中学生体験入学、体験授業の実施計画を検討し、実
施

■ 高・大連携事業の推進
（６月～１２月）
・大学・専門学校と市立高校との連携事業の検討、実施

■ 市立高校におけるキャリア教育の指針の作成
（６月～９月）
・「横浜市立高校版学習指導要領・総則」におけるキャリア教育の指針に
ついて、委員会等を発足し、検討のうえ作成
（通年）
・インターンシップ等職業体験事業の拡充

■ 食教育推進計画の策定
（５月～平成２０年３月）
・食教育推進プロジェクトを設置し、月１回開催
・中間報告（１０月）
・食教育推進計画の策定（平成20年３月）

■ 食教育実践指導事例書の作成
（５月～平成２０年３月）
・食教育推進プロジェクトで事例収集・整理をし、事例書作成（３月）

■ 食教育シンポジウムの開催
（５月～７月）
・ホームページや広報紙等を活用した広報活動の実施
（８月）
・食教育シンポジウムの開催

■ 教職員研修の実施
（１０月）
・指針及び学校の具体的な実践報告を中心とした教諭・養護教諭対象の研
修を実施

■ 教職員用「指導資料集」の作成、配布
（平成20年３月）
・ワーキンググループを設置し 、文部科学省が発行する「実践事例集」
と一緒に活用することができる「指導資料集」を作成し、学校へ配布

☆ 適切な性教育の推進に向けて、
教職員対象の研修会が実施さ
れるとともに、各教科・領域にお
ける具体的な指導内容の検討が
行われ、教職員用「指導資料集」
が作成されています。

キャリア教育の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 中学校でのキャリア教育が全校
で実施されています。特に、中
学校における社会活動体験・職
場体験の全校展開に向け実施
率の向上が図られています。（職
場体験の実施率８０％）

中学生体験入学等の全体像や
成果が市立高校で共有されてい
ます。また、大学・専門学校と市
立高校との連携授業が拡充され
ています。

　「横浜市立高校版学習指導要
領・総則」におけるキャリア教育
の指針が検討され、高校生の職
業体験等が拡充されています。

食教育や性教育の充実

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 食教育の充実に向け、食教育シ
ンポジウムの開催などによるＰＲ
活動が行われるとともに、食教
育推進計画及び食教育実践指
導事例書が作成されています。
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■ 指導モデルの作成・配付
・読解力向上指導モデルの活用についての啓発
　教育課程研究委員会研究協議会（８月）
　横浜教育フェスティバル（平成20年１月予定）
・読解力向上のための授業実践例を、小中学校のすべての教科等で作成
し、市内小中学校全校に配付（平成20年１月）

・読解力向上指導資料集を活用し、校内で授業改善を推進
・優れた授業実践例をハマアップで紹介（平成20年１月～３月）

■ 読書ボランティアの学校図書館への導入支援
（通年）
・読書ボランティアの導入を検討している学校に対する、市民ボランティ
アとの調整など積極的な支援

■ 「読書フェスティバル」（市民向け読書啓発イベント）の開催
（11月）
・読書ボランティアとの連携により、読み聞かせなどの読書活動を通し
て、児童・生徒に読書の楽しさを味わう機会を提供

■ 活動団体への研修等の実施
（通年）読書ボランティア団体育成に係る研修会・交流会等の実施

■ 読書活動団体データベースによる情報発信
（通年）読書活動団体リストのデータベース化と、インターネット発信

■ 読書活動年間指導計画の作成等による読書活動の推進
（通年）
・全校一斉読書活動の実施率の向上
・年間指導計画作成率の向上
・学校図書館支援センター構想による読書活動の活性化支援

■ 「まちとともに歩む読書活動推進校」の設置による読書活動の推進
（通年）
・「本が好きな子ども」の育成を目指し、児童・生徒の読書への意欲喚起
や校内読書環境の整備、保護者や地域、関連機関等との連携によって推進
・平成１９年度推進校　小学校２９校　中学校７校　計３６校
　（継続校６校　新規校３０校）

■ 読書活動の啓発冊子「はまっ子読書ノート」の作成・配付
（５月～平成20年１月）
・読書活動の際の選書の手がかりとして、また読書活動の記録として、児
童の読書習慣の形成に役立つ啓発冊子を作成し、全児童へ配付

■ 学校図書館教育研修の実施
（５月・１０月・平成20年２月）
・学校図書館担当者（学校長、司書教諭等）の悉皆研修を実施

■ 図書館見学・職業体験の受入
（通年）
・全館で図書館見学や職業体験を受入

■ 図書リストの作成
（４月～１２月）
・図書館の有効利用を促すため、目的に応じた図書リストを作成

■ 学校図書館活性化への協力
（通年）
・司書が学校図書館支援センター事業実施校（５校）を訪問し、蔵書や運
営に関する案内や助言を実施

市民ボランティアの導入や、読
書活動団体のネットワーク化・
データベース化の推進によって、
学校図書館が活性化されていま
す。

また、「読書フェスティバル」の開
催などを通じて、子どもたちが
読書に楽しむきっかけづくりが行
われています。

☆

すべての教科等で取り組む読解力向上指導モデル作成

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

重点推進課題３　読解力の向上

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆ 作成した指導モデルが、小中学
校に配付され、学校現場におい
て読解力についての共通理解が
図られています。また、授業改
善のポイントが周知されるとと
もに、改善の取組が始められて
います。

学校・家庭・地域ぐるみで推進する読書活動の充実

☆ 児童生徒の読書への関心を引
き出すため、市立図書館におい
て、職業体験や図書館見学等の
学校を通じた支援が行われてい
ます。

☆ 「横浜市子ども読書活動推進計
画」に基づき、読書環境の充実
と学校図書館活動の活性化に
かかわる具体的な事業が実施さ
れています。

「まちとともに歩む読書活動推
進校」による学校図書館ボラン
ティアを活用した学校図書館教
育が推進され、実践した取組が
情報発信されています。

「はまっ子読書ノート」の作成、配
付を行い、各学校での読書指導
における活用の方向性を提示
し、子どもの読書習慣の定着を
図る取組が進められています。
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■ 「小中学校英語教育推進プログラム」の策定
（４月～１２月）
・小中学校９年間を見通したねらい等を明確に提示した「小中学校英語教
育推進プログラム」の策定

■ 準備校の設置
（通年）
・「小中学校英語教育推進プログラム」に基づく
小学校英語教育の導入準備を行うため、準備校
１４０校を設置し、取組を開始（１０月～）
・ネイティブスピーカー５０人を派遣

■ 「横浜版学習指導要領外国語（英語）編」策定
（４月～１２月）
・発達段階に応じた英語教育の目標や習熟度に応じた指導内容を提示し
た、「横浜版学習指導要領外国語（英語）編」の策定

■ 指導資料の作成
（４月～１２月）
・「横浜版学習指導要領外国語（英語）編指導資料」及び「英語活動事例
集」を作成し、配布

■ 英語集中研修の実施、英語実技研修の実施
・英語集中研修を中心に、英語指導主事助手が行う「英語実技研修」など
を開催し、英語教員の英語力や指導法の向上を図ります。また、授業研究
を進め、現場での英語指導法のレベルアップを図ります。
・英語教員集中研修
　（演習　時期：夏期休業中、授業研究　時期：9月～12月）
・英語実技研修
　（英語指導主事助手<ネイティブスピーカー>による実習　時期：通年）

年度末のあるべき姿（目標）
☆ 「小中学校英語教育推進プロ
グラム」及び「横浜版学習指
導要領外国語（英語）編」が
策定され、小中学校英語教育
の理念・目標を明確にしたう
えで、英語活動推進校等での
取組が進められています。

☆ 英語教員が研修成果をもとに
授業実践や振り返り（アク
ションリサーチ手法）を行う
ことによって、実践的コミュ
ニケーション能力の育成につ
ながる授業展開ができていま
す。

具体的な取組内容と時期

重点推進課題４　小中学校一貫英語教育の推進

カリキュラム編成等支援

具体的な取組内容と時期

英語教員の英語力及び英語指導力の向上

年度末のあるべき姿（目標）
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■ １９年度ネットデイ実施校の選定
（４月～５月）
・小学校８０校、中学校３０校のネットデイ実施校の選定
（１９年度末　校内ＬＡＮ整備目標）
小学校３０９／３４７校(89.0%)、中学校１１８／１４５校(81.3%)
※平成２０年度までに完了予定

■ ネットデイ説明会、研修会の開催
（５月～８月）
・ネットデイ実施校に対する説明会および研修会の開催
・ネットデイ実施方法やネットワーク設計の相談・支援を実施
・ボランティア傷害保険への加入手続き

■ ネットデイの実施
（７月～平成20年２月）
・ネットデイの実施
・ホームページ等によるネットデイＰＲ
・ボランティア傷害保険事務
・ネットデイ資機材の貸出
・専門技術・知識の支援

■ 教員ICT活用研修の開催
・集合研修：４０講座（通年）
・派遣研修：９０校（通年）
・夏季研修：７０講座（夏季）
・管理職・情報担当者研修：１講座

■ 教育の情報化推進部会によるＩＣＴ活用授業改善の提案
（４月～６月）
・２８の教科等別に各５名程度の委員を選定し、教育の情報化推進部会を
設置
（６月～平成20年２月）
・教育の情報化推進部会において、２８の教科等別にＩＣＴ指導方法、指
導案を研究・検討
・研究会や公開授業、教育フェスティバル等において、研究成果を発表
し、各教員へＩＣＴを活用した授業改善を提案
（平成20年３月）
・ICT授業実践に活用できる研究成果をＹ･Ｙ ＮＥＴコンテンツとして、
各学校・教員へ提供

■ 指導主事による学校支援
（通年）
・指導主事が学校を直接訪問し、ＩＣＴ活用による授業改善に関する提
案、指導、支援を実施
・年間８０校訪問支援を目標

■ 年次研修へのＩＣＴ研修の組み込み
・ＩＣＴを活用した授業の魅力や効果、情報モラル・マナー教育の必要性
などについて、全教員の理解が深まるように、ＩＣＴ活用研修が初任者、
５年次、１０年次等の教員年次研修のカリキュラムの一つとして組み入れ
られるよう調整を進める。

管理職をはじめすべての教職員のＩＣＴ活用研修の充実

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆教職員が参加しやすく充実し
たＩＣＴ活用研修が開催さ
れ、多くの教員の参加を得
て、教員のＩＣＴ指導力が向
上していす。また、情報モラ
ル・マナーについて子どもた
ちに指導できる教員が増えて
います。

講義形式の研修だけでなく、
個別課題解決やＩＣＴを活用
した授業に関する研究会・発
表会など、より実践的な研修
が開催され、授業改善のきっ
かけの一つとしてコンピュー
タやインターネットなどＩＣ
Ｔを活用した魅力ある分かり
やすい授業実践が増えていま
す。

☆ 新たに１１０校（小学校８０
校、中学校３０校）におい
て、保護者や地域の方々、教
職員が協働（ネットデイ方
式）して校内ＬＡＮを整備
し、各学級の授業でインター
ネットやＹ･Ｙ ＮＥＴ等を活
用した授業ができる環境が
整っています。

重点推進課題５　新たな情報教育の推進

全小中学校でのネットデイ方式による校内ＬＡＮ整備及び地域連携の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
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■ 小中一貫カリキュラムを踏まえた作問
（４月）・横浜市学習状況調査作問委員会の設置
　　　　・小中合同作問委員会の開催
※「小中一貫カリキュラム」を踏まえた作問のあり方に関する検討及び共
通理解
（５月～９月）調査問題作問
（１１月）中学校３年生学習状況調査
（平成20年２月）小学校学習状況調査
（平成20年３月）中学校１年生、２年生学習状況調査
※順次、作問に関する見直し、検討

■ 効率的で有効なデータ処理方法の検討
（４月～５月）昨年度の集計処理システムの改善と今年度システムの設計
（６月～１０月）システム開発
（８月～１２月）有効な処理方法の検討
（１２月～平成２０年３月）作問分析

■ 指導方法の工夫・改善のための活用方法の周知
（５月）
・平成１８年度横浜市学習状況調査（中学校）結果報告書の完成
・具体的な活用方法を周知するための方策検討
（６月～１０月）
・各区教育推進会議において、具体的な活用方法例等の提示及び説明
・各中学校へ平成１８年度結果説明
（８月）
・教育課程研究委員会各教科専門部会において、調査結果概要、課題等の
提示及び説明
（１１月）
・平成１９年度調査後の実態把握、指導の充実に向けての啓発

■ 新体力テストの実施
（通年）
・小中学校での新体力テスト実施を推進
・新体力テストの結果を、子どもや保護者にフィードバックし、体力に関
する意識や関心を高めると共に体育の授業改善や生活習慣の見直し等に活
かすなど、学校・家庭・地域の連携した取組を検討

■ 体力向上推進拠点校の設置
（通年）
・各区内の小学校に１校設置し、体力向上プランを立案し実践結果を区内
の小学校へ情報発信
・弾力的な教育課程の編成により、遊びや運動・スポーツ活動の時間・空
間・仲間の確保

■ 運動部活動、体育学習の活性化の推進
（通年）
・地域の人材による部活動の技術指導
・大学と連携した中学校の部活動や小学校の体育の授業への実技指導補助
者の派遣

■ 体力向上検討委員会の設置
（通年）
・小中学校における、子どもの体力向上推進の指針となる「横浜市子ども
体力向上推進計画」（仮称）の策定に向けた検討

■ 体力つくり推進委員会による体力分析と実践事例の発表
（５月～平成２０年２月）
・新体力テストの結果を集計、分析し調査概要として全校に配付
・新体力テストの分析結果、新体力テストの課題、体力向上実践事例を発
表し全校に体力向上を啓発

重点推進課題６　子どもの実態把握と
　　　　　　　　　確固たるデータに基づく教育の推進

小中学生の体力テスト実施と授業改善及び日常的な体力づくりの推進

学習状況調査実施による実態把握と、指導方法の充実

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆「小中一貫カリキュラム」を
踏まえて作問された学習状況
調査が実施されるとともに、
効率的で有効なデータ処理に
よって、全市の傾向が分析
的・総合的に把握でき、児童
生徒の学力向上に活用されて
います。また、児童生徒の学
習改善、教師の指導方法の工
夫・改善のための具体的な活
用方法が周知されています。

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆効率的で有効なデータ処理方
法によって、各学校が児童・
生徒一人ひとりの状況や、学
校、学年、男女別の実態など
を適切に把握できるようにす
るため、全市の傾向を分析
的・総合的に把握し、児童・
生徒の体力向上に活かせるよ
うになっています。

保健体育・体育学習の授業改
善、生活習慣の見直し・改善
のための具体的な活用方法が
周知されています。
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■ 人権教育の全体構造図を発信
（通年・４回）
平成１３年・１５年の教育長通知をもとに作成した、本市の「人権尊重の
精神を基盤とした教育（人権教育）の全体構造図」を人権教育推進協議会
の総会・実践交流会、区人権教育推進協議会、各種研修会等で全市立学校
に発信

■ 児童生徒向け資料集と手引き書の作成配付
（７月）
自尊感情を育み人権感覚を豊かにする児童生徒向け資料集（小学生用・中
高生用）と手引き書の作成配布
（小学校３年生、中学校１年生及び高等学校１年生全員）
（９月～平成20年２月）
資料集を利用した授業実践に向けての研修
・人権教育センター校と人権教育実践推進校、区人権教育推進協議会等に
おいて、手引き書をもとに研修

■ 教職員資料集「チェンジ」の見直し計画作成
（８月～１２月）
平成１７年３月発行後の成果と課題を検証し、見直しにあたっての組織体
制や計画内容の検討、来年度の事業着手の準備

■ 子どもの内面に根ざした道徳性の育成を目指す道徳教育の推進
（通年）
・豊かな心を育成するために、道徳の時間の標準授業時数（３５時間）を
確保するとともに、「心のノート」を積極的に活用し、学校・家庭・地域
が一体となった道徳教育を推進
・「道徳の時間」の授業公開について、横浜市「学校をひらく！」週間や
学校の年間計画の中で位置づけ、年間一回以上開催します。

■ 幼・保・小教育交流事業
（通年）
幼稚園・保育園・小学校のよりよい連携と、地域・家庭の教育力向上を目
指し、１８行政区ごとに、教諭・保育士・保護者等を対象とした交流会や
合同研修会を実施

■ 幼・保・小教育連携開発モデル校・モデル園事業
（通年）
幼稚園・保育園・小学校のよりよい連携のあり方について園と学校とが共
同で研究・開発していくモデル校・モデル園事業を市内２地区で実施し、
その成果を全市に発信
【平成１９年度モデル校・モデル園】
・太田地区（霞ヶ丘幼稚園､清水ヶ丘保育園､三春台保育園､太田小学校）
・丸山台地区（港南幼稚園､丸山台保育園､丸山台小学校）

■ 幼児教育研究事例集作成事業
（年１０回）
幼児教育と小学校教育との円滑な接続と充実を目指し、幼稚園・保育園・
小学校の教諭・保育士が共同で子どもの育ちと学びの連続性の確保を視点
とした研究を行い、その成果を事例集としてまとめ全市に発信

■ 子どもの心に寄り添うカウンセリング研究事業
（年１０回）
幼稚園・保育園・小学校の教諭・保育士が共同で子どもの心に寄り添うカ
ウンセリングマインドのあり方について研究を推進

■ 幼・保・小教育連携研修事業、小学校第１学年接続期教育に関する研修事業
（年２回）
・幼稚園・保育園・小学校のよりよい連携と、幼児教育と小学校教育の充
実を目指し、教諭・保育士を対象とした合同研修会や講演会を実施
（年２回）
・小学校第１学年接続期教育のあり方に関する研修会を実施

重点推進課題７　豊かな心を育む指導の推進

具体的な取組内容と時期
☆ 小１プロブレム解消に向けた
研究・研修・交流事業の中で
幼稚園・保育園・小学校が連
携し、子どもの発達に即した
一貫した見通しをもった指
導・支援が構築されていま
す。

（こども青少年局と協働で実施）

小１プロブレムの解消に向けた幼・保・小連携

年度末のあるべき姿（目標）

「だれもが」「安心して」
「豊かに」生活できる学校づ
くりを目指して、人権教育が
推進され、児童・生徒の豊か
な心が育まれ、効果的に指導
できる教職員の育成が図られ
ています。

豊かな心を育成するために、
道徳教育の充実が図られ、豊
かな体験を通して子どもの内
面に根ざした道徳性が育成さ
れています。

☆

☆

人権教育と道徳教育の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
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■ 児童・生徒指導体制の組織強化と学校の対応力・指導力向上を目指した研
修の充実
（通年）
①児童・生徒指導担当教諭協議会の実施
・児童指導担当教諭協議会
　「各区協議会」年６回以上､「区代表者会」11回、「全市協議会」5回
・生徒指導専任教諭協議会
　「各区協議会」年11回､「区代表者会」11回､「全市協議会」8回､「夏
季研修会」2日､「新任研修会」4回
・小中合同協議会年2回、中高連絡協議会年2回、児童・生徒指導中央協
議会2回
②校内研修や児童・生徒指導担当者研修会への講師及び指導主事の派遣

■ 「児童生徒指導上の諸問題緊急対策プロジェクト報告書（１２のアクショ
ン）」の実践事例集のまとめ
（5月～10月）
・担当教諭協議会による諸課題克服プログラム等の実践事例収集
（11月～平成20年１月）
・実践事例の集約
（平成20年２月～３月）
・実践事例集の編集・製本・配布

■ 「子どもの社会的スキル横浜プログラム」の策定
（４月～７月）
編集作業・印刷発注
（７月）
各学校へ「横浜プログラム」配布、同研修資料配付
（８月～平成20年３月）
各学校による校内研修会実施による授業実践
（８月～平成20年３月）
各学校による教育課程（計画）の編成（社会的スキルの位置づけ）

■ 小中一貫した相談支援体制の整備と相談機会の拡充
（通年）
・スクールカウンセラーを小学校４校、中学校１４５校、高校３校に配置
し、教育相談を実施
・教育相談員・学校カウンセラーによる学校訪問での教育相談の実施
・小中一環した相談支援体制を目的とした「小中連携型配置」の試行
　ひとりのカウンセラーが中学校と校区・近隣の小学校を巡回し、教育相
談を実施（各カウンセラーが中学校１校を担当）
・相談機会の拡充を目的とした「スーパーバイザー型配置」の試行
　大規模校等学校の状況に応じて、カウンセラーの２名配置（１名は隔
週）

■ 学校における教育相談体制の整備と充実
（通年）
・指導主事、カウンセラー等による校内研修会への参加と相談体制整備へ
の指導助言
　指導主事訪問校数（平成１８年度実績：延べ２２７校）
・「不登校予防ハンドブック」の全校配付
　平成１９年度４回発行予定（６月、９月、１２月、平成20年２月）

■ カウンセラーの資質向上を目的とした研修の充実
（通年）
・学校カウンセラーの研修を１２回実施（関係機関との連携・緊急対応に
ついて等）
・スクールカウンセラーの研修を３回実施（経験年数別研修、学校カウン
セラーとの連携等）
・スクールカウンセラー自主研修を実施（緊急支援、発達障害への支援
等）

■ 「いじめ１１０番・２４時間体制」の実施
（通年）
・有人による２４時間体制

☆ カウンセラー配置の工夫によ
る小中一貫した相談支援体制
の整備と相談内容の充実や一
部中学校におけるカウンセ
ラーの複数配置による相談機
会の拡充が図られています。

指導主事等による各学校への
指導助言により、教育相談体
制の充実が図られています。

カウンセラー研修の実施によ
り相談支援体制を充実するた
めのスキルアップが図られて
います。

「いじめ１１０番・２４時間
体制」の定着と相談機会の拡
充が図られています。

☆ 児童・生徒指導体制の組織強
化により、いじめ・暴力行為
等の早期発見・早期対応によ
る問題解決が推進されていま
す。

児童・生徒指導担当教諭協議
会による対策協議・対応研修
の充実により、学校や保護
者、地域等と協働した学校の
対応力・実践力の向上が推進
されています。

諸課題克服を目指した指導プ
ログラムとその実践報告等を
事例集にまとめ、各学校に配
布することで、プロジェクト
報告書「12のアクション」で
示された項目が推進されてい
ます。

子どもたちが年齢相応の社会
的スキルを身に付け、いじめ
等人間関係のトラブルを自ら
の力で解決していく能力を育
成する「子どもの社会的スキ
ル横浜プログラム」が策定さ
れ、社会的スキルの育成が各
学校の教育課程へ位置づけら
れ、教職員の指導技術向上を
目指した研修が推進されてい
ます。

「いじめ」・「暴力行為」問題への対策の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
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■ 特別支援教育実践推進校の委嘱、運営・連絡会の開催
（通年）
特別支援教育指導体制モデル校事業（平成１６～１８年度）を踏まえて、
本年度から余裕教室等を活用して「特別支援教室」を整備
・「横浜版ＬＤ等児童生徒の支援のためのガイドライン」の策定（「特別
支援教室」指導・運営モデルを提示）
・「特別支援教室」の設置（１００校を特別支援教育実践推進校として委
嘱）
○説明会・実施計画の立案（5月）
○実践推進校の取組をＨＰ等で紹介、実践推進校運営連絡会の開催等
○実施報告書の提出（平成20年3月）

■ 専門家支援チームの派遣
（通年）
方面別派遣体制によりＬＤ等発達障害のある児童生徒の指導方法、校内委
員会への助言等学校支援を推進
・学識経験者、臨床心理士、医師等２３名で構成。方面別に派遣し、学校
支援
○派遣要項の配布・派遣実施（5月）
○HPへの掲載等周知

■ 通級指導教室の整備
通級指導教室の児童生徒が急増しているため、教室の過大規模化の是正に
向け、方面別に適正配置を推進
・小坪小学校に情緒障害通級指導教室を設置
○設計(５月～８月)、保護者説明会(１０月)、工事(１１月～平成２０年３
月)
・適正配置について検討・推進（北部方面小学校、南部方面中学校）

■ 通級指導教室支援センター機能の試行実施
通級指導教室の専門性を活用して、配置エリア内の小・中学校への指導助
言や巡回相談等の支援機能を充実
（５月～６月）
・配置エリアにおける学校支援計画の検討・作成
（７月～）
・巡回相談等の試行実施
・担任向け研修実施、校内研修支援 等

■ 特別支援教育推進体制の整備
障害の重度・重複化への対応、多様化への対応として、教育環境の充実に
向けた引き続きの整備検討
（通年）
・特別支援教育推進会議における施策事業の検討・評価

重点推進課題８　横浜から創る新たな特別支援教育の推進

通級指導教室の整備

特別な教育的支援の必要な児童生徒への指導体制整備

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 「特別支援教室」が小中学校
等１００校で設置されるとと
もに、専門家支援チームが方
面別に派遣されるなど、特別
支援教育の指導・校内支援体
制が充実しています。

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 小坪小学校に情緒障害通級指
導教室が整備されています。
また、通級指導教室の専門性
を活用し、小・中学校への支
援センターとしての機能が試
行的に実施され、成果と課題
が把握されています。

教育環境の整備

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 障害のある子ども一人ひとり
のニーズに応じた教育の充実
が、小中学校、特別支援学校
全校で進んでいます。
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■ 高いレベルの教育水準の確保
（５月）教育課程編成方針のまとめ
（７月）教育課程編成、単位数の決定及び教科書選定に向けた調整
（８月）特別派遣研修教員による報告会の開催
（11月）開設準備室長など、開設準備室に配置される教職員の人選
（平成20年１月）開設準備室の設置の決定

■ 特色ある教育にふさわしい生徒の確保
（５月）入学者選抜方法の基本的な考え方の検討
（７月～12月）市内中学校へのPRキャラバン隊の訪問など中学校との連
携強化
（９月）中学生及び保護者を対象とした学校案内イベント（記念講演を含
む）の開催
（平成20年３月）入学者選抜基準案の策定

■ 横浜サイエンスフロンティア高等学校の広報活動
（７月）ホームページ開設
（８月から随時）メールマガジンの配信
（10月）ポスターの製作
（10月～平成20年３月）シンボルマーク、イメージソング、制服の検討
などＣＩ戦略的な広報の推進

■ 学校施設整備（ＰＦＩ事業の推進）
（通年）施設整備にかかるＰＦＩ事業者との調整
（９月）地上躯体工事の開始
（12月）教育内容を踏まえた諸室整備の調整及び先端科学技術４分野の
什器備品の選定

■ 横浜市立高校版学習指導要領・総則の策定
（７月）教育課程総則委員会での骨子作成
（８月）教育課程研究協議会における骨子の検討
（12月）・教育課程総則委員会での素案検討
（12月）・各教科等の指導計画の改善・推進
（平成20年３月）素案策定

■ 第三者評価による学校評価（市立高校の一体的な運営の推進）
（６月）第三者評価に向けたワーキンググループの設置
（９月）ワーキンググループによる第三者評価の内容検討
（10月）第三者評価準備委員会の設置
（12月）・第三者評価準備委員会による第三者評価の内容検討
　　　　　・「横浜市立高校評価ガイドライン」（素案）策定
（平成20年１月）「横浜市立高校評価ガイドライン」策定
（平成20年３月）第三者評価委員会の設置

■ 大学との連携・接続の強化
（６月）高校・大学連携のための横浜市大との研究会設置
（平成20年１月）高校・大学連携による教育カリキュラム・特別推薦制
度等検討
（12月）大学との連携講座の拡大・実施

■ 教育ネットワーク拡充支援
（６月）１８年度連携事業等の検証
（12月）・市立高校間の連携講座、共同事業、教科研究等の実施
（12月）・小･中学校や関係機関等との連携による学習や特別活動の実施

「横浜サイエンスフロンティア高等学校」の整備推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 教育課程編成や単位数など教
育内容が決定し、入学者選抜
基準案が策定されています。

開設準備室の設置及び配置さ
れる室長他の教職員の人選な
ど、平成21年度の開校に向け
た体制が確保されています。

市内中学校はもとより、中学
生、保護者、その他教育関係
者から横浜サイエンスフロン
ティア高等学校が平成21年に
開校することや特色ある教育
を行うことについて、広く認
知されています。

学習内容を踏まえた諸室整備
の調整や先端科学技術４分野
の什器備品の選定などが終了
し、平成20年12月の施設引
き渡しに向け、建設工事が予
定どおり進捗しています。

※名称は、公式には横浜市立学校
条例の一部改正について横浜市会
の議決を経て確定します。

重点推進課題９　新たな高等学校教育の推進

市立高等学校改革の推進（高等学校教育の質の向上）

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 「横浜市立高等学校改革推進
プログラム」における「教育
の質の向上」「教師力、学校
力の向上」「生徒の進路希望
のよりゆたかな実現」等、各
目標への取組が効果的に進め
られることで、生徒一人ひと
りの個性が最大限に伸長さ
れ、多様な特色ある学校づく
りが進められています。
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■ よこはま教師塾の運営
（通年）
「よこはま教師塾」第一期生を、延べ５０日以上、原則毎週土曜日を開講
日として、年間を通じ養成

■ 学校現場との連携
（通年）
「よこはま教師塾」塾生を、臨時的任用職員、非常勤講師での勤務や、ア
シスタントティーチャー、塾生「My School 」等の活動へ参加を促し、
塾生自身のスキルアップを図るとともに、学校現場の人的支援も推進

■ 土曜学校との連携
（通年）
地域の学びの場である土曜学校（３団体４箇所）へ臨時的任用職員・非常
勤職員を除く塾生が参加し、子どもや保護者への対応力を学び、実践力を
養うとともに、地域との連携を学びます。

■ アシスタントティーチャーの派遣
（通年）
５月及び８月下旬の２度の教育委員会HPへの掲載を行い、ボランティア
登録者の拡大を推進【ボランティア１５０人派遣】

■ 低学年サポート非常勤講師の配置
（７月～９月）
７月中旬に学校からの申請を受け付け、９月に申請のあった学校へ人的支
援を実施【非常勤講師６０人配置】

■ 研修キャリアステージへの理解と研修実施
（通年）
・5月末までに　教職員研修一覧のＹ・Ｙ NET上への掲載
・5月末までに　「平成１９年度研修キャリアステージ」に関する文書を
各校宛に送付
・各学校では、「自己観察書」の「研修欄」を活用して、教職員一人ひと
りが研修計画を立案
・校長との面談を行い指導を得ながら、研修計画に基づいた研修の実施

■ 初任者研修、主幹教諭研修の充実

（通年）
初任者一人ひとりの教師力向上、自己の課題の明確化のためのチャレンジ
シートの活用と着実な授業力の向上。

（４月～平成20年２月）
主幹教諭自らの役割の自覚と業務の円滑な遂行に資するための新任主幹教
諭研修、主幹教諭２年目研修（新規）の実施。（8月以降は近隣校ブロッ
クをベースに実施）

☆ 平成19年度の『教職員のキャ
リアステージに応じた研修体
系』にそった教職員研修が着
実に実施され、教員の授業力
を中心とした教師力の向上に
資することができています。

特に新採用教員は、着実に授
業力向上が図られています。
一方、主幹教諭等の中堅教員
に対しては、それぞれの役割
に応じた研修が実施され、各
学校での業務遂行に資するこ
とができています。

「研修キャリアステージ」に応じた教職員研修の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆

横浜独自の教員養成システムの構築

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

教育現場のニーズに積極的に
対応するため、スクールサ
ポート等の人的支援等の支援
策が推進されています。

教育現場への支援の充実（スクールサポート等）

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

目標２　学校・教職員の力を高めます

☆ 「よこはま教師塾」の第一期
生が、卒塾条件を満たして卒
塾しています。また、第二期
生（定員100人）を募集し、
選考により決定されていま
す。

重点推進課題１０　教師力の向上
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■ 「いきいき学校づくり予算」の執行状況の調査・分析
（通年）
・執行状況の把握・分析

■ 自律・分権・地域参画型予算システムの調査研究（文部科学省委嘱事業）
（通年）
・学校運営にかかる経費の調査、分析

■ パイオニアスクールよこはま（PSY）の推進
（通年）
・学校運営、教育内容、指導方法など、新たな取組を実践する学校を指定
するパイオニアスクールよこはま（PSY）について、２９校を新規に指定
し、合計７８校で研究実践を推進
・通学区域の弾力化の一環として、ＰＳＹ指定校の中から「通学区域特認
校」を指定

■ よこはま学校経営塾の実施
（５月)研修参加者の募集
（６月～）学校経営塾の開始、講師などの選定と依頼
（20年２月）研修成果報告会の開催

■ 副校長昇任候補者の企業派遣
（７月～８月）
視野の拡大、ホスピタリティ、マネジメント力の向上をねらいとして、民
間企業等で研修を実施。
・横浜市内の企業を中心に60社で夏季休業中（5日間）に研修（予定）
・接客業務、製造補助、営業・販売補助等を中心に研修を実施
・派遣対象者　108人（短期派遣）
　　　　　　　　 4人（長期＜1年間＞派遣）

■ ワークショップ型研修の実施
（通年）
・授業力向上を目指し、ワークショップを取り入れた研修を管理職対象に
実施
・副校長経験3年目以上を対象にプレゼンテーション力、企画力、交渉力
の向上を目指して実施
・人材育成力向上、組織マネジメント力向上等を目的に企業関係者とのグ
ループミーティング実施

■ 特色ある学校づくりの推進や、教職員の意欲を一層引き出す人事制度の推進
（５月～平成20年３月）
平成20年４月異動に向け、本年の異動の検証を踏まえ、教員公募（TA）
制度、希望指名（FA）制度の周知を徹底し、運用していきます。

☆

☆「よこはま学校経営塾」の参
加者は、グループでのミー
ティングをもとに取組む課題
を自主的に決定し、自主的な
運営を中心に行う中で、管理
職に求められる学校経営・組
織マネジメント力を身につけ
るようになります。

また参加者である副校長は、
自らの研修成果を報告会を通
じて、市立学校管理職や主幹
教諭にも伝えていきます。

重点推進課題１１　学校マネジメント力の強化

「よこはま学校経営塾」などの実施

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

学校提案型の予算配当制度の創設

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
「いきいき学校づくり予算」
の執行状況を調査することで
実績を把握し、より効果的な
予算配当を行うための準備が
行われています。また、特色
ある学校づくりの取組に対す
る支援が行われてます。
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■ 学校版マニフェスト（中期学校運営計画）の更新・公表
（通年）
・全市立学校で計画を更新しﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで公表
・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの更新状況等を調査し、学校の状況に応じて情報提供や相談対
応を実施
・外部評価を踏まえ、校内のＰＤＣＡサイクルを確立（５１３校）

■ 学校版マニフェスト（中期学校運営計画）と連動した学校評価の推進
（４月～平成20年２月）
学校版マニフェストと連動した学校評価を推進するため、フォーマット
（修正版・改善版）を作成し発信

■ 学校評価実践研究の推進
（通年）
「学校評価研究推進校（１０校：本市事業）、「学校評価ガイドラインに
基づく評価実践研究校（１０校：文部科学省事業）を中心に第三者評価を
含めた外部評価を活用した学校評価実践研究を推進

■ 「区学校教育推進会議：学校評価研修会」の開催
（通年）
学校評価の推進・充実を目指し、「区学校教育推進会議：学校評価研修
会」を１８区において開催

■ 「授業改善支援センター：（ハマ・アップ）：学校評価コーナー」を充実
（４月～平成20年２月）
学校評価の推進・充実を支援するために「授業改善支援センター（ハマ・
アップ）：学校評価コーナー」のより一層の充実

年度末のあるべき姿（目標）

各学校が学校版マニフェスト
（中期学校運営計画）に基づ
いて着実な学校運営に取り組
んでいます。

また、学校版マニフェストと
連動した学校評価が推進され
ています。

外部評価を取り入れた、より客観的な学校評価の推進

具体的な取組内容と時期
☆

重点推進課題１２　学校版マニフェストの策定と
学校評価・情報発信の推進

学校版マニフェスト（中期学校運営計画）の運用

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆

学校評価研究推進校等で第三
者評価を含めた外部評価を活
用した学校評価実践研究が推
進され、実践研究成果を全市
立学校へ発信・公表されてい
ます。

また、教育実践の質的向上に
つなぐべく、評価項目や方
法、評価結果の公表の在り方
等について、本市としての基
準を明確にした「横浜市学校
評価ガイドライン（仮称）」
が策定され、学校評価が推進
されています。

22



■ 地域交流室の設置
（６月～９月）
・地域交流室の整備（２５校）
（10月～平成20年３月）
・地域交流室の活用、情報発信

■ 地域交流活動拠点モデル事業の実施
（12月まで）
・地域コーディネーター養成
（10月～平成20年3月）
・地域交流活動拠点モデル校（６校）、情報発信

■ 地域コーディネーター養成講座の実施
（12月まで）
地域交流活動拠点のモデル実施（６校）に合わせて、そこで活動するコー
ディネーターを養成（５人×６校＝３０人）

■ 地域人材の活用促進
（通年）
・各区学校支援・連携担当課長を中心に、区役所と連携し、区人材バンク
の活用等を推進
色

■ 市立学校における「よこはま学援隊」活動の拡大
（平成22年度までに小学校全校で実施予定）
（４月）
・「助成制度」から「一定の条件を満たす学校安全ボランティア団体をよ
こはま学援隊として登録し、必要な場合に助成を行う制度」に変更
（登録は通年、助成は９月まで）
・前年度からの継続団体や、学校と保護者・地域との話し合いが整った学
校から順次登録・助成を開始
（通年）
・これから学援隊を立ち上げようとする学校に対する先行事例等の情報提
供
（通年）
・地域学校安全指導員（スクール・ガードリーダー）による、学援隊活動
への助言

■ 「横浜市学校防災計画」内容の啓発
（通年）
・「横浜市学校防災計画ポケットブック」について、安全管理局による
「横浜市職員危機管理ポケットブック」の内容更新等を踏まえて改訂し、
全教職員に配布

■ 地域と連携した学校防災訓練の推進
（通年）
・学校防災訓練と地域防災拠点訓練とを一体化した取組など実践的な訓練
の推進
・先進的な取組を行っている学校の情報を他校に発信

■ 学校ファンド等の新たな財源の研究
（４月～１２月）
・学校を支援する新たな財源確保のあり方や先行事例研究

具体的な取組内容と時期

目標３　学校を開きます

重点推進課題１３　保護者・地域の学校運営への参画推進

「よこはま学援隊」などの拡充

☆ 地域との交流や地域人材の活
用のための場づくり、コー
ディネーター養成、学校と地
域が連携した取り組みが進め
られています。

学校と地域の交流を図る地域
交流活動拠点が設置されたモ
デル校において、学校と地域
のパイプ役を担い、学校支援
活動の調整などを行う地域
コーディネーターが配置さ
れ、積極的に地域との連携を
進められています。

地域交流活動拠点の整備と地域コーディネーターの養成

年度末のあるべき姿（目標）

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
より多くの学校（２２０校以
上を目標）で「よこはま学援
隊」の活動が行われ、児童生
徒の安全を多くの大人が見守
る体制づくりがさらに進んで
います。

教職員に対し「横浜市学校防
災計画」の趣旨が周知徹底さ
れ、その防災意識や防災対応
力が向上するとともに、防災
に関する学校と地域との連携
が進んでいます。

☆

学校を支援する新たな財源確保のあり方検討

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 学校を支援する新たな財源確保
のあり方や先行事例研究が行わ
れています。
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■ 「学校・家庭の役割（案）」（仮称）の作成
（通年）
・学校と家庭の果たすべき役割について、プロジェクトを設置し、「学
校・家庭の役割（案）」（仮称）を作成
・家庭教育学級等を通じ、学校・家庭・地域へ情報発信

※学校・家庭アグリーメント（仮称）とは
　家庭で身につけるべき生活習慣について、学校と家庭で相互確認するも
のを想定。（アグリーメント：合意、協定、契約）

■ モデル校３校による地域、保護者、子どもへの啓発
（通年）
・食教育について、保護者や教職員が研究し、食事の大切さ、栄養バラン
ス、こ食の問題点等を明らかにする
・家庭教育学級等の研修の機会を活かし、教職員、保護者、子どもへ、啓
発を推進
・モデル校の取組内容を年度後半に、各学校へ情報発信

■ 八都県市共同キャンペーンによる取組の強化
（７月～８月）
学校の夏季休業期間の７・８月強化月間に合わせ、望ましい生活習慣を確
立するため、家庭教育で取り組んでほしい内容を周知するための情報を発
信

■ 学校教育センター（仮称）整備内容の素案とりまとめ
（平成２０年３月）
・局内の検討プロジェクトの運営を継続・発展させ、分野別ワーキンググ
ループを設置し、「学校教育センター（仮称）」の整備内容について、方
向性を整理し素案をとりまとめ

■ 事務作業の総点検と見直し
（通年）
・分権型教育行政組織の再構築に必要な事務改善・効率化のため、現行の
事務作業の総点検と見直す項目を整理し、次年度からの順次実施に向けた
準備

■ 教育行政における「現場主義」の推進
（通年）
・横浜市教育委員会スクールミーティング「きかせて！学校」（１７０校
を訪問）と出張教育委員会（１８区で実施）の実施

「学校・家庭アグリーメント（仮称）」の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆ 子どもたちの基本的な生活習
慣の改善による意欲の向上の
ため、子どもの成長に合わせ
た栄養摂取や早寝・早起きの
習慣化の啓発・保護者の生活
リズムの夜型傾向の改善な
ど、学校を通して情報発信す
ることで、地域ぐるみで支援
するための環境整備が推進さ
れています。

目標４　家庭、そして地域の教育力を高めます

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

重点推進課題１４　教育の原点としての新たな家庭教育環境づくり

「早寝・早起き・朝食のすすめ」の推進

望ましい家庭教育に向けて、学
校と家庭が子どもの教育に果た
すべき役割を再確認するための
「学校・家庭の役割（案）」（仮称）
が作成されています。

☆

☆

年度末のあるべき姿（目標）

目標５　教育行政は現場主義に徹します

重点推進課題１５　分権型教育行政組織の再構築

分権型教育行政組織の再構築

具体的な取組内容と時期
学校教育センター（仮称）の
早期業務開始に向け、より教
育の現場に近いところで学校
への支援・指導を行う体制の
整備について、方向性を整理
し、素案がまとまっていま
す。
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■ 耐震補強工事の実施
（通年）
平成２１年度の完了を目指して、引き続き５０校の小中学校施設の耐震補
強工事を実施

■ アスベスト対策工事の実施
（通年）
児童・生徒が一日の大半を過ごす学校施設のアスベスト対策工事の実施

■ 小規模校対策の実施
（通年）
・港南区野庭地区における統合校新設への準備
・単独小規模校を含めた規模適正化への取組実施

■ 大規模校対策の推進
（通年）
・学校の適正規模化への取組実施
・都筑区茅ヶ崎中第二方面校の新設に向けた学校規模、通学区域等の決定
及び設計実施
・緑区いぶき野小学校の通学区域の変更実施

■ 通学区域の適正化の推進
（通年）
・通学区域の変更、特別調整通学区域の追加設定

■ 上瀬谷小学校、綱島小学校の校舎の増築
（通年）
児童・生徒増による教育環境の向上のため、上瀬谷小学校、綱島小学校の
校舎の増築の実施

■ 茅ヶ崎中学校第二方面校（仮称）の整備
（通年）
過大規模校化の解消を図るため新設校として茅ヶ崎中学校第二方面校（仮
称）基本設計、実施設計を実施

■ 防犯設備の整備
（４月～１２月）
・校門や校舎の施錠管理に必要な設備（遠隔操作電気錠、カメラ付きイン
ターホン等）を、学校の実状に応じて整備

目標６　安心して学べる学校環境の整備を進めます

重点推進課題１６　安心して学べる学校環境の整備

小中学校の耐震補強

学校施設の安全対策

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期
☆ 学校の実状に応じた防犯設備
が整備され、不審者侵入防止
に効果を挙げています。

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

具体的な取組内容と時期

☆

具体的な取組内容と時期

小規模校・過大規模校等学校
規模・通学区域の適正化が必
要とされる学校について、基
本方針に基づき、必要な対応
策が検討され、順次対策が講
じられています。

アスベストの含有が判明した
２３校全ての対策工事が完了
しています。

アスベスト対策

年度末のあるべき姿（目標）

☆ ４５校の耐震補強工事が完了し
ています。（全棟の耐震補強工
事が終了したもの）

学校規模の適正化

年度末のあるべき姿（目標）
☆

茅ヶ崎中学校第二方面校の基
本設計、実施設計が完了して
います。上瀬谷小学校、綱島
小学校の増築工事が完了して
います。

☆
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■ 学校給食調理業務民間委託事業
（４月～12月）
・平成１９年度実施６５校の確実で適正な業務履行の確認・改善指導の実
施
・安全・安心な給食実施を前提に委託拡大に向けて、業者評価・指導の実
施
・平成２０年度新規委託候補校２０校の選定、保護者説明会を実施（10
月～12月）
・業者選定準備（平成20年２月）

■ 世界遺産登録準備事業
（４月）国庫補助金の手続き。方針決裁実施。
（４月～７月）保存対象地域の確定
（７月～８月）４県市（県、鎌倉市、逗子市、横浜市）協定書締結実施。
（７月～平成20年３月）保存管理計画策定実施
（７月～１０月）保存対象地域の測量実施
（７月～１２月）地権者への説明実施

■ 学校用務員のあり方の検討

（４月～12月）
・学校管理職、関係部署などから構成される検討会の設置
・今後の学校用務員の業務等のあり方について方向性を提示

■ 市立図書館のあり方検討
（４月～６月）
学識経験者や市民代表を委員とする「横浜市立図書館のあり方懇談会」を
開催し、市立図書館のあり方についての検討
（７月～12月）
「横浜市立図書館のあり方懇談会」での意見等を参考に、今後の市立図書
館のあり方について検討

■ プロジェクトによる検討
（４月～12月）
横浜開港150周年に向け、記念イベントの実施や副読本の作成等につい
て、プロジェクトを組織し検討

☆ 横浜開港150周年（2009年）
に向けた、取組内容が検討さ
れています。

横浜開港１５０周年に向けた取組の推進

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

具体的な取組内容と時期

文化財の保護・活用

具体的な取組内容と時期

学校用務員のあり方検討

☆ 平成２０年度の委託候補校２
０校を選定、保護者説明会等
を実施し、委託開始に向けた
準備が整っています。

委託業務の信頼性が確保され
ているとともに、委託校拡大
に向け、適正に業務履行でき
る業者が確保されています。

学校用務員のあり方やスキル
アップの方策等について、一
定の方向性が出されていま
す。

目標７　その他の重点施策

重点推進課題１７　その他の重点施策

学校給食の運営改善

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

年度末のあるべき姿（目標）

世界遺産登録準備について、平
成２２年の登録に向け、地域指
定・保存管理計画等の作成が終
了しています。

年度末のあるべき姿（目標）

市立図書館のあり方検討

年度末のあるべき姿（目標） 具体的な取組内容と時期

☆

☆

☆ 「横浜市立図書館のあり方懇
談会」が終了し、報告書が完
成して公表されており、報告
書をもとに今後の市立図書館
のあり方について検討が進ん
でいます。
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